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はじめに 
 

わが国の障がい福祉施策は、障がいの有無にかかわらず，等しく基本的人権を

享有するかけがえのない個人として尊重されるという理念にのっとり，全ての国

民が，障がいの有無によって分け隔てられることなく，相互に人格と個性を尊重

し合いながら共生する社会の実現を目指しています。 

座間市においてもこの理念のもと平成１５年３月より「障害者計画」を、また、

平成１８年度の障害者自立支援法施行に基づき「障害福祉計画（第一期）」を策

定し、その時代に即した改定を行ってまいりました。 

前回平成２４年度において両計画を改定してから今回の改定までに障害者差

別解消法（平成 25 年法律第 65 号）や、障害者優先調達推進法（平成 24 年法律

第 50 号）が制定されるなど、近年においては障がい者の自立と社会参加を促進

するための施策を総合的かつ計画的に実施することが求められております。今後

も引き続き地域生活を支える体制づくりや安定したサービスの提供に努めてま

いり、「支え合い 思いやりに満ちた やすらぎのまち」づくりにまい進するこ

とをお誓い申し上げます。 

結びになりますが、今回の計画改定にあたり、貴重なご意見、ご提言をいただ

きました関係各位に深く感謝申し上げ、発刊のことばとさせていただきます。 
 
 
 

 
平成 27 年 3 月 

 
 

座間市長 遠藤三紀夫 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「障がい者」等の表記について 
 

本計画では、本市の考え方に基づき「害」という漢字

の否定的なイメージに配慮し、「障害者」などの「害」

の字の表記について、可能な限りひらがなで表記しま

した。ただし、国の法令や法令上の規定、団体や施設

名等の固有名詞については、引き続き漢字で表記をし

ています。このため、本計画では「がい」と「害」を

使い分けています。 
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第１章 計画の概要 
 

１ 計画見直しの趣旨 

座間市では「全ての国⺠が、障害の有無にかかわらず、等しく基本的人権を

享有するかけがえのない個人として尊重されるものであるとの理念にのっとり、

全ての国⺠が、障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個

性を尊重し合いながら共生する社会を実現する」とする障害者基本法に基づき、

平成 24 年度から平成 26 年度を計画期間として、「座間市障害者計画」及び平

成 18 年４月に施行された障害者自立支援法に基づく「座間市障害福祉計画」

を第三期の計画として策定し、障がい者福祉施策を推進してきました。 

このような中、近年、障がいの重度化と高齢化が進む中で、福祉二一ズはま

すます複雑多様化しており、私たちを取り巻く社会生活において、障がいのあ

る人もない人も、ともにいきいきと生活できるまちづくりが求められています。 

国は平成 19 年に、国際連合が採択した「障害者の権利に関する条約」に署

名しました。この条約は、障がい者の人権及び基本的自由の享有を確保し、障

がい者の固有の尊厳の尊重を促進することを目的として、障がい者の権利の実

現のための措置等について定める条約で、障がいに基づくあらゆる差別の禁止

や、障がい者の権利・尊厳を守ることをうたったもので、市民的・政治的権利、

教育・保健・労働・雇用の権利、社会保障、余暇活動へのアクセスなど、様々

な分野における障がい者の権利実現のための取組を締約国に対して求めていま

す。 

その後、障害者権利条約の批准に向けた国内法の整備が進められ、平成 23

年に改正された障害者基本法では、障がい者の定義が見直されるとともに、「障

害者が他の者との平等を基礎として全ての人権及び基本的自由を享有し、⼜は

⾏使することを確保するための必要かつ適当な変更及び調整であって、特定の

場合において必要とされるものであり、かつ、均衡を失した⼜は過度の負担を

課さないもの」（障害者の権利に関する条約第２条）とする障がい者に対する合

理的配慮の概念が盛り込まれました。 

さらに平成 25 年には、障がい者の範囲に難病患者等を追加し、重度訪問介

護の対象拡大、ケアホームのグループホームへの一元化など、平成 18 年に施

行された障害者自立支援法を「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援

するための法律（障害者総合支援法）」に改正し、施行されました。 

その他にも「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法

律」（平成 24 年 10 月）、「国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の

推進等に関する法律」（平成 25 年 4 月）、「障害を理由とする差別の解消の推進

に関する法律」（平成 25 年 6 月）が制定されるなど、この 10 年の間に、障が

い者施策に関係する数多くの法律が制定されています。 

これらを踏まえて、県においては、平成 25 年度に「かながわ障害者計画」
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が策定され、障がい者施策を総合的に推進しています。 

本計画は、こうした障がいのある人を取り巻く環境の変化に対応するととも

に、本市の障がい者福祉施策をより具体的で実効性のあるものとして実施して

いくために、障害者基本法に基づく「市町村障害者計画」と、障害者総合支援

法に基づく第四期の計画として「市町村障害福祉計画」を見直し、一体的に策

定するものです。 

 

 

【障害福祉施策に関する主な法律の施行等】 

 
 

  

年 主な法律の施行等 内容 

2007 
平成

19 年 

「障害者の権利に関する条約」

署名 

障がい者の人権、基本的自由の享有の確保、障がい者の固

有の尊厳の尊重を促進するため、障がい者の権利を実現す

るための措置等を規定 

2010 
平成

22 年 

「障害者自立支援法」「児童福

祉法」の一部改正 

発達障がいが、障害者自立支援法及び児童福祉法の対象に

なることが明確化 

2011 
平成

23 年 

「障害者基本法の一部を改正

する法律」施行 

障がい者の権利擁護を目指し、国や企業などに対し、障が

いがある人の社会参加を妨げたり日常生活を制約したりす

る「社会的障壁」を取り除くよう求める 

2012 
平成

24 年 

「障害者虐待の防止、障害者の

養護者に対する支援等に関す

る法律」施行 

障がい者の虐待の予防と早期発見、及び養護者への支援を

講じるための法律 

2013 
平成

25 年 

「障害者の日常生活及び社会

生活を総合的に支援するため

の法律（障害者総合支援法）」

施⾏ 

障害者自立支援法を障害者総合支援法とし、障がい者の範

囲に難病患者等を追加。重度訪問介護の対象拡大、ケアホ

ームのグループホームへの一元化など 

2013 
平成

25 年 

「国等による障害者就労施設

等からの物品等の調達の推進

等に関する法律」施行 

国等による障がい者就労施設等からの物品等の調達の推進

等に関し、障がい者就労施設等の受注の機会を確保するた

めに必要な事項等を定め、障がい者就労施設等が供給する

物品等に対する需要の増進を図るなど 

2013 
平成

25 年 

「障害を理由とする差別の解

消の推進に関する法律」成⽴ 

（平成 28 年 4 月施行予定） 

障がいを理由とする差別の解消の推進に関する基本的な事

項、行政機関事業者等における措置等を定め、障がいを理

由とする差別の解消を推進するなど 

2014 
平成

26 年 

「障害者の権利に関する条約」

批准 

障がい者の人権、基本的自由の享有の確保、障がい者の固

有の尊厳の尊重を促進するため、障がい者の権利を実現す

るための措置等を規定 
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２ 計画の位置づけ 
 

本計画は、障害者基本法第 11 条第 3 項に規定する「市町村障害者計画」と

障害者総合支援法第８８条第１項に規定する「市町村障害福祉計画」(第四期)

に相当するものです。 

「座間市障害者計画」は、国や県の障害者計画を基本とする計画であるとと

もに、「第四次座間市総合計画」の基本構想のもと、福祉の分野における部門別

計画として策定されている「座間市福祉プラン」の個別計画です。 

「座間市障害福祉計画」は、国が定める基本指針に即し、「座間市障害者計画」

の生活支援の部分にあたる障害福祉サービスや相談支援及び地域生活支援事業

の提供体制の確保に関する計画です。 

両計画は、座間市地域福祉計画ほか保健・医療・福祉分野の計画及びそれ以

外の関連分野の計画との整合性を図るよう努めました。 

 
 障害者計画 障害福祉計画 

根拠法令 障害者基本法 

（平成２３年８月５日一部改正法施行） 

障害者総合支援法 

（平成 25年 4 月 1日施行） 

性  格 ・障害者の自立及び社会参加の支援等

のための施策の総合的かつ計画的な

推進を図るため、障害者のための施

策に関する基本的な計画（障害者基

本法第 11 条第１項） 

・長期的な見通しにたって効果的な障

がい者施策の展開を図る計画 

・各年度における障害福祉サービスご

とに必要な見込量を算出し、その見

込量を確保するための方策を定める

計画 

位置づけ 国の「障害者基本計画」を基本とした

座間市総合計画の部門計画 

障害者計画のうち、障害福祉サービス

分野の実施計画 

 
【参考】 
障害者基本法第 11 条第 3 項 

市町村は、障害者基本計画及び都道府県障害者計画を基本とするとともに、当該市町村にお

ける障害者の状況等を踏まえ、当該市町村における障害者のための施策に関する基本的な計画

（以下「市町村障害者計画」という。）を策定しなければならない。 

障害者総合支援法第 88 条第１項 

市町村は、基本指針に即して、障害福祉サービスの提供体制の確保その他この法律に

基づく業務の円滑な実施に関する計画（以下「市町村障害福祉計画」という。）を定め

るものとする。 
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図 計画の位置づけ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

第四次座間市総合計画 

座間市障害者計画 

座間市福祉プラン 

整合 

座間市障害福祉計画 

関連計画 

・ 座間市地域福祉計画 

・ 座間市高齢者保健福祉計画・介護保

険事業計画 

・ 座間市子ども・子育て支援事業計画 

・ 座間市地域福祉活動計画 

・ その他関連計画 

など 

県 
かながわ障害者計画 
神奈川県障害福祉計画 
かながわの障害福祉グランドデザイン など

国 
障害者基本法、障害者総合支援法 
障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律 
障害者の権利に関する条約               など 
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３ 計画の期間 

 

計画期間は、座間市障害者計画、座間市障害福祉計画ともに平成 27 年度か

ら平成 29 年度までとします。 

なお、今後の国の法律の動向や社会情勢の変化や障がいのある人のニーズに

対応するため、期間中であっても必要に応じ計画の見直しを行います。 

 

図表 計画の期間 

 

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 

  見直し   見直し   見直し    

 
 
 

 

 

次期計画
座間市障害者計画

座間市障害福祉計画

（第三期） 

座間市障害者計画

座間市障害福祉計画

（第二期） 
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第２章 障がい者の現状 
 

１ 身体障がい者の状況 

 

身体障害者手帳交付数の推移をみると、増加傾向で推移しており、平成 26

年 4 月 1 日現在で 3,523 人となり、総人口に占める割合は 2.7％です。 

障がいの部位別では、肢体不自由が 1,858 人（52.7％）と多数を占めてい

ます。 

 
表 身体障害者手帳交付数の推移 

 

項 目 平成 22 年 平成 23 年 平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年

身体障害者手帳交付数（人） 3,073 3,273 3,411 3,466 3,523

総人口（人） 129,005 129,314 129,370 129,807 129,120

総人口対比（％） 2.4 2.5 2.6 2.7 2.7

資料：庁内資料（各年 4 月 1 日現在） 

 

表 障がいの部位別身体障害者手帳交付数の推移 
 

障がいの部位 平成 22 年 平成 23 年 平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年

視覚障がい 203 208 220 222 218

聴覚・平衡障がい 237 242 257 269 281

音声・言語障がい 38 43 53 53 51

肢体不自由 1,698 1,820 1,812 1,831 1,858

内部障がい 897 960 1,069 1,091 1,115

計 3,073 3,273 3,411 3,466 3,523

資料：庁内資料（各年 4 月 1 日現在） 

※障がいが重複している方は最も重い部位で計上 

  

3,073 
3,273 3,411 3,466 3,523 

2.4
2.5

2.6 2.7 2.7

0.0

1.0

2.0

3.0

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年

手帳交付数 割合

(人) (％)
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２ 知的障がい者の状況 

 

療育手帳交付数の推移をみると、増加傾向にあり平成 26 年 4 月 1 日現在で

844 人です。障がいの程度別では、軽度が 293 人（34.7％）と多数を占めて

います。 

 
表 療育手帳交付数の推移 

項 目 平成 22 年 平成 23 年 平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年

療育手帳交付数（人） 557 602 725 745 844

総人口（人） 129,005 129,314 129,370 129,807 129,120

総人口対比（％） 0.4 0.5 0.6 0.6 0.7

資料：庁内資料（各年 4 月 1 日現在） 

表 障がいの程度別療育手帳交付数の推移 

程度区分 平成 22 年 平成 23 年 平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年

最重度 

障がい児 41 46 38 38 42

障がい者 76 80 98 92 107

計 117 126 136 130 149

重度 

障がい児 39 44 51 57 46

障がい者 77 80 101 105 122

計 116 124 152 162 168

中度 

障がい児 41 46 36 40 54

障がい者 109 116 157 155 180

計 150 162 193 195 234

軽度 

障がい児 73 79 101 115 121

障がい者 101 111 143 143 172

計 174 190 244 258 293

合計 

障がい児 194 215 226 250 263

障がい者 363 387 499 495 581

計 557 602 725 745 844

資料：庁内資料（各年 4 月 1 日現在） 
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３ 精神障がい者の状況 

 

精神障害者保健福祉手帳交付数の推移をみると、平成 22 年以降、急速に増

加し平成 26 年 4 月 1 日現在で 1,007 人です。2 級が 577 人（57.3％）と

多数を占めています。 

 

 
 

 

表 精神障害者保健福祉手帳交付数、自立支援医療（精神通院）利用件数の推移 

 

項 目 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年

精神障害者保健福祉手帳交付

数（人） 
720 792 853 925 1,007

  １級（人） 57 66 72 95 106

  ２級（人） 388 427 467 534 577

  ３級（人） 275 299 314 296 324

総人口（人） 129,005 129,314 129,370 129,807 129,120

総人口対比（％） 0.6 0.6 0.7 0.7 0.8

精神通院医療利用件数（件） 1,422 1,580 1,631 1,777 1,847

資料：庁内資料（各年 4 月 1 日現在） 
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４ 特別支援教育の状況 

 

市内特別支援学級の在籍状況をみると、平成 2６年 5 月 1 日現在の在籍数は、

「小学校で 110 人、中学校で 48 人です。 

特別支援学校への在籍状況をみると、平成 2６年５月 1 日現在の在籍数は小

学部で 25 人、中学部で 14 人、高等部では 62 人です。 

 

表 市内特別支援学級在籍状況 
 
【小学校】 

学校数 
特別支援学級 

設置校数 
区 分 学 級 数 在籍児童数 

11 11 

知的障がい 11 60

肢体 2 2

虚弱 1 1

弱視 1 2

情緒障がい 11 45

計 26 110

 

【中学校】 

学校数 
特別支援学級 

設置校数 
区 分 学 級 数 在籍生徒数 

6 6 

知的障がい 6 26

情緒障がい 6 22

計 12 48

資料：庁内資料（平成 26 年 5 月 1 日現在） 

 

 

表 特別支援学校在籍状況 
 

区 分 在籍児童・生徒数

小学部 25

中学部 14

高等部 62

計 101

資料：庁内資料（平成 26 年 5 月 1 日現在）    
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５ 障がい児保育の状況 

 

市内障がい児保育の在籍状況みると、平成 26 年 4 月 1 日現在の在籍障がい

児数は、公立保育園で 38 人、私立保育園で 7 人です。 

 

表 市内障がい児保育在籍状況 
 

区 分 保育園数 統合保育実施所数※1 加配対象児童数※2 

公立保育園 9 9 38

私立保育園 10 5 7

計 19 14 45

資料：庁内資料（平成 26 年 4月 1 日現在） 

※１ 統合保育：障がいをもった児童、障がいをもっていると思われる児童を健常児とともに教育・保育

すること。 

※２ 加配対象児童とは、主な援助者となる保育士の配置が必要な児童のこと。なお、私立保育園の加配

対象児童数については、特別児童扶養手当受給児童、座間市民間保育所運営費補助金交付要綱の第

２条で定める障害児保育奨励費及び障害児保育費の対象となる児童 
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第３章 障がい福祉の課題 
 

１ 障がい者福祉全般の課題 
 

１）現行施策の進捗状況からみた課題 

 

座間市障害者計画、第三期障害福祉計画に基づいて積極的に施策の展開を図

ってきましたが、障害者の権利に関する条約の批准、それに伴う国の制度の変

化、当事者、家族の急速な高齢化、東日本大震災を契機とした安全意識の高ま

り等、障がい者福祉を取り巻く環境は大きく変化しています。 

これまでの取組の振り返りから、障害者計画、第四期障害福祉計画に向けた

課題を整理すると、大きく３つの課題が抽出されます。 

（１） 地域移行の基盤整備 

（２） 安全・安心の確保 

（３） サービスの充実 

施設に入所している障がい者や精神科病院に入院している障がい者が地域で

自立した生活を送るための地域移行の基盤整備では、緊急時の居場所の確保や

住居となるグループホームの整備、道路や建物のバリアフリー化などの「施設

整備」、障がい者と市民の交流や障がい者の社会参加の促進、就労環境の整備な

ど、「社会参加・交流」、障がい者の理解促進、地域からの支援など「理解促進」

が課題です。 

安全・安心の確保では、親亡き後の障がい者を支援する座間あんしんセンタ

ーの充実と利用促進、成年後見制度の活用や、要援護者の減災対策、保健医療

体制の整備充実などが課題です。 

現行施策の進捗状況からみた課題 
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サービスの充実では、送迎支援、外出支援、障がい児の預かりサービスなど

の生活支援、教育ニーズの多様化に対応した障がい児教育などが課題です。 

 

２）アンケート調査からみた課題 

 

アンケート調査結果から、身体、知的、精神の各障がいに共通した次の課題

が抽出されました。 

①生活上の不安 

 障がいへの理解は確実に進んでいますが、身体障がいへの理解は進んでい

るものの、知的障がい、精神障がいに対する理解は遅れています。障がい者

の地域移行がうたわれていますが、障がい者が地域で生活するためには、地

域の人々の理解が前提となります。 

②自立に向けた条件 

障がい者が自立した生活を営むためには、その基盤となる住まい、働く場、

生きがいを得る場等が必要となります。様々なサービスが用意されています

が、それらを有効に活用していくためにも、相談窓口の整備が求められます。 

③就労の課題 

就労は、障がい者の自立にとって重要な課題ですが、我が国の経済環境に

も大きく左右され、必ずしも障がい者の就労機会が確保されているとは言え

ません。また障がいの種類や程度によっても一般就労のみならず、福祉的就

労という選択も必要となります。障がい者の特性にあった就労機会を創出し

ていくことが課題です。 

④外出の課題 

アンケートによれば、障がい者の外出の機会は多く、頻度も高くなってい

ます。それに伴い、１人では外出できない障がい者にとっては外出支援は欠

かせないサービスとなります。障がい者の高齢化もあいまって、外出支援が

大きな課題となりつつあります。 

⑤障害者総合支援法以降の変化 

現在は障害者総合支援法に変わりましたが、前身の障害者自立支援法以降、

障害福祉サービスの１割負担等、障がい者への経済的負担が増えています。

障がい者の社会参加に向けて、経済的支援のあり方が課題です。 

⑥災害時の課題 

地域では要援護者の防災・減災対策に向けて災害時要援護者名簿の作成等

を進めていますが、アンケートによれば、名簿の認知度は低く、利用意向も

決して高くありません。１人では避難できない障がい者は多く、災害時の課

題です。 
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アンケート調査からみた課題（全障がい共通） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 障がい種別にみた課題 

身体障がい者では、生活上の不安では健康の不安が、介助の課題としては支

援者の高齢化や健康不安が挙げられます。一方、障害者総合支援法以降の変化

では、経済的負担増が指摘されつつも、家族の負担が減少し、自立生活への希

望が出てきたという側面も見られます。身体障がい者の課題としては、医療体

制、相談体制、日常生活支援、就労支援に集約されます。 

アンケート調査からみた課題（身体障がい） 

 



 

  14 

知的障がい者では、当事者の高齢化、親の高齢化に伴い、生活上の親の負担、

介助の負担等、将来に向けた不安が顕著に現れています。親亡き後への対応と

して、相談体制、移動支援、就労支援が大きな課題です。 

アンケート調査からみた課題（知的障がい） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

精神障がい者では、健康不安が日常生活や就労に大きな影響を与えていると考

えられます。日常生活支援として、相談体制、医療体制、就労支援が大きな課

題と考えられます。 

アンケート調査からみた課題（精神障がい） 
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第４章 計画の考え方 
 

１ 計画の基本的考え方 
 

１）基本理念 
 

座間市では、平成１０年度以降「座間市障害福祉計画」のなかで「ノーマラ

イゼーション」と「リハビリテーション」の理念のもと、国・県及び市民との

協働で「完全参加と平等」の実現を基本理念とし施策を推進してきました。こ

れらは、障がい者福祉の基本的な理念であり普遍的なものとして将来にわたり

継承していきます。 

そのうえで、将来の座間市が生きがいに満ち希望ある暮らしをつづけられる

まちであるために、今回の計画見直しでは、現行計画を踏襲し、すべての人が

互いに尊重しあい、地域社会の一員として支えあい、自らの意思で自分らしい

生き方を選ぶことができる共生社会の実現をめざして基本理念を次のように定

めます。 

 

基本理念 
 

 

 

 

 

 
 
  

～ ともに生きる ～ 
認めあい、支えあいながら、自分らしく 

生きる力を発揮できるまちをめざして 
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２）基本目標 

 

基本理念の実現に向けて、必要なサービスや相談できる場所、生活の場所な

ど制度や社会資源の充実に努め、障がい者が自ら生きる力を発揮しようとする

意思に寄り添った支援を行うとともに、ひとりひとりが自分自身の力を高め地

域社会において自己実現を図れるよう、市民・団体・関係機関などと連携を深

め、協働を図りながら社会全体で地域福祉の向上をめざします。 

 

１．お互いを尊重し理解しあえるまちをつくる 

すべての人の人権が尊重されるよう啓発活動を行うと共に、障がいに対

する正しい理解や認識が深まるよう交流機会や情報提供の充実により心

のバリアフリーを推進します。 

 

２．自分らしく生きる力を発揮できるまちをつくる 

障がいのある人がライフスタイルに応じて様々な生き方を選択できる

よう制度の充実に努め、家族も含めた利用者のニーズに応じた生活支援を

めざします。 

 

３．支えあい、つながりあいながら自立できるまちをつくる 

ともに生きる社会の実現のため市民・団体・関係機関などとの連携や協働

を推進するとともに、相談支援の充実やネットワークの構築に努め、障がい

のある人が地域生活で孤立することなく自立した生活を送ることができる

ような支援体制の整備をめざします。 

 

４．安心して暮らせるまちをつくる 

すべての人が快適で利用しやすいユニバーサルデザインに配慮した生活

環境の整備と、安全・安心な生活がおくれるよう防災や防犯体制の充実を図

ります。 
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２ 計画の体系 
本計画の基本理念、基本目標を踏まえ、施策の体系を以下のように設定します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

（1）意識啓発 

～ 

と
も
に
生
き
る 

～ 

認
め
あ
い
、
支
え
あ
い
な
が
ら
、
自
分
ら
し
く
生
き
る
力
を
発
揮
で
き
る
ま
ち
を
め
ざ
し
て 

① 啓発活動の推進１ お互いを尊重し理

解しあえるまちを

つくる ② 福祉教育の推進 

① 地域生活の支援

② 在宅福祉サービスの充実 

③ 住宅・住機能の充実

④ 経済的支援制度の実施 

⑤ スポーツ・文化芸術活動の振興

⑥ 福祉施設の充実 

① 障がい児の育成・療育の充実

② 障がい児保育の充実 

③ 就学相談・指導の充実

④ 特別支援教育の充実 

① 障がい者の雇用の拡大

① 疾病の予防・障がいの早期発見

② 保健医療サービスの充実

③ 補装具給付等の充実 

① 地域福祉の推進体制整備

② 相談支援体制の充実 

① 情報提供の充実

① 総合的な福祉のまちづくりの推進

② 防犯・防災対策の推進 

（3）雇用・就業

２ 自分らしく生きる

力を発揮できるま

ちをつくる 

 
 
 
 

（1）生活支援 

 
 

（2）教育・育成

（4）保健・医療

・補装具 

（1）地域福祉 
の推進 

（2）情報・ 
意思疎通 

３ 

４ 安心して暮らせる

まちをつくる （1）生活環境 

【基本理念】 【基本目標】 【施策分野】 【取組方法】 
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第５章 障害者計画 

 
１ お互いを尊重し理解しあえるまちをつくる 
 
１）意識啓発 

 
①意識啓発の推進 

【現状と課題】 

・障がいや疾患の状況など、知的障がい、精神障がい、発達障がい、難病に

対する市民の理解は十分とはいえない面も見られ、障がい者への理解を深

めることが求められます。特に、福祉・医療関係者や公的機関の職員など、

障がいのある人と関わりの深い立場にいる人には、障がいの特性に対する

一層の理解が必要です。 

・障がいのある人への人権意識を高めるための啓発活動が求められます。 

 
【障害者団体等からのヒアリング調査結果】 

・こころの病になっても元気で働いている人が沢山いることを伝えたいとい

う意見がありました。 

・学校でも社会にでてからも、一律に同じ扱いをすることが平等だと思われ

ている、合理的配慮がされることが平等であることを、行政や教育現場か

ら情報発信して欲しいという意見がありました。 

・一般市民への障がい者理解を促進する動きがもっと活発になればよいとい

う意見がありました。 

 

【市民アンケート調査結果】 

・普段の生活の中で差別を感じたことについて、身体障がい者では 18.8％

ですが、知的障がい者では 37.4％、精神障がい者では 34.3％と３割を超

えています。 

・障がいのある人が自立した生活を送るために必要なことについて、「障が

い者に対する理解を深めるための福祉教育や広報活動の充実」の割合が、

身体障がい者では 17.9％であるのに対し、知的障がい者では 44.5％、精

神障がい者では 36.9％と高くなっています。 

 

調査結果「普段の生活の中で差別を感じたこと」 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

【身体障がい者】 
（n=1,175） 

【知的障がい者】 
（n=211） 

【精神障がい者】 
（n=271） 

34.3%

35.4%

28.0%

2.2%

0% 50% 100%

ある

ない

わからない

無回答

37.4%

26.5%

31.8%

4.3%

0% 50% 100%

ある

ない

わからない

無回答

18.8%

58.6%

18.6%

3.9%

0% 50% 100%

ある

ない

わからない

無回答
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調査結果「障がいのある人が自立した生活を送るために必要なこと」 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
と 
 
 

【身体障がい者】 
（n=1,175） 

【知的障がい者】 
（n=211） 

【精神障がい者】 
（n=271） 

55.0%

46.5%

46.1%

31.7%

24.4%

14.8%

46.9%

22.9%

24.7%

17.3%

35.8%

25.5%

25.5%

19.2%

32.5%

21.4%

36.9%

50.9%

6.6%

6.3%

8.1%

0% 50% 100%

１ 相談業務・窓口の充実

２ サービス利用の手続き

の簡素化

３ 制度やサービス等に関

する情報提供の充実

４ 保健や福祉の専門的な

人材の育成と資質の向上

５ 参加しやすいスポー

ツ、サークル、文化活動の

充実

６ いろいろなボランティ

ア活動の育成

７ 保健・医療・福祉の

サービスの充実

８ 入所施設の整備

９ リハビリ・生活訓練・

職業訓練等の通所施設の整

備

10 一人ひとりの個性を活

かした保育・教育内容の充

実

11 職業訓練の充実や働く

場所の確保

12 利用しやすい公共施設

の整備・改善

13 障がいの有無にかかわ

らず、市民同士がふれあう

機会や場の充実

14 利用しやすい道路・建

物等の整備・改善

15 障がいに配慮した公営

住宅やグループホーム・ケ

アホームの整備等、生活…

16 災害の時の連絡や避難

等の支援を行う体制の整備

17 障がい者に対する理解

を深めるための福祉教育や

広報活動の充実

18 医療費助成の拡大

19 特にない

20 その他

21 無回答

55.9%

54.5%

55.9%

44.1%

26.1%

22.7%

48.8%

43.1%

30.8%

32.7%

43.1%

28.0%

26.1%

20.9%

46.0%

39.3%

44.5%

38.4%

3.3%

3.3%

5.2%

0% 50% 100%

１ 相談業務・窓口の充実

２ サービス利用の手続きの

簡素化

３ 制度やサービス等に関す

る情報提供の充実

４ 保健や福祉の専門的な人

材の育成と資質の向上

５ 参加しやすいスポーツ、

サークル、文化活動の充実

６ いろいろなボランティア

活動の育成

７ 保健・医療・福祉のサー

ビスの充実

８ 入所施設の整備

９ リハビリ・生活訓練・職

業訓練等の通所施設の整備

10 一人ひとりの個性を活か

した保育・教育内容の充実

11 職業訓練の充実や働く場

所の確保

12 利用しやすい公共施設の

整備・改善

13 障がいの有無にかかわら

ず、市民同士がふれあう機会

や場の充実

14 利用しやすい道路・建物

等の整備・改善

15 障がいに配慮した公営住

宅やグループホーム・ケア

ホームの整備等、生活の場…

16 災害の時の連絡や避難等

の支援を行う体制の整備

17 障がい者に対する理解を

深めるための福祉教育や広報

活動の充実

18 医療費助成の拡大

19 特にない

20 その他

21 無回答

34.6%

35.8%

37.3%

18.5%

12.3%

8.9%

40.9%

22.1%

21.6%

6.6%

14.0%

21.0%

15.5%

26.8%

22.3%

29.9%

17.9%

37.7%

6.5%

3.3%

17.5%

0% 50% 100%

相談業務・窓口の充実

サービス利用の手続きの簡

素化

制度やサービス等に関する

情報提供の充実

保健や福祉の専門的な人材

の育成と資質の向上

参加しやすいスポーツ、

サークル、文化活動の充実

いろいろなボランティア活

動の育成

保健・医療・福祉のサービ

スの充実

入所施設の整備

リハビリ・生活訓練・職業

訓練等の通所施設の整備

一人ひとりの個性を活かし

た保育・教育内容の充実

職業訓練の充実や働く場所

の確保

利用しやすい公共施設の整

備・改善

障がいの有無にかかわら

ず、市民同士がふれあう機

会や場の充実

利用しやすい道路・建物等

の整備・改善

障がいに配慮した公営住宅

やグループホーム・ケア

ホームの整備等、生活の…

災害の時の連絡や避難等の

支援を行う体制の整備

障がい者に対する理解を深

めるための福祉教育や広報

活動の充実

医療費助成の拡大

特にない

その他

無回答
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【施策の方向性】 

・すべての人が障がいについて正しく理解し、認識を持つ啓発や機会の提供

を充実します。特に、知的障がいや精神障がい、発達障がいに関する理解

の浸透を図ります。 

 

ア 障がい福祉の啓発活動の充実 

主な施策・事業名 内容 主管課 

福祉月間の事業の充実 

○毎年 9 月を福祉月間とし、「座間市福祉大会」等各種

事業を実施しています。 

・自身の障がいを克服し自立更生された方、重度の障害

を持つ家族の更生に献身された方、地域福祉向上のため

永年にわたり福祉団体活動や奉仕活動に貢献された方

を表彰しています。 

・障がい者等が制作した作品の展示を行っています。 

今後も内容の充実に努めます。 

福祉長寿課 

福祉理解を促すための

広報活動の推進 

○「広報ざま」をはじめ、各種の広報活動を実施し、市

民の障がい福祉に対する理解を育むことに努めます。 

・「広報ざま」への福祉関連記事の掲載 

・ビデオ、ＤＶＤの貸出 

・パンフレットの配布 

・懸垂幕の掲揚 

・インターネット上のホームページの活用 

障がい福祉課 

「障害者週間」の周知 

○市民、社会福祉協議会及び行政が一体となった啓発キ

ャンペーンを実施しています。 

○「障害者週間」（12 月 3 日から 9 日）に合わせ意識啓

発に係る取組を展開します。 

障がい福祉課 

適切な用語の使用の周

知、用語の見直し 

○人権に配慮した用語の使用について広報紙等による

周知に努めます。 
障がい福祉課 

 

イ 人権尊重に向けた啓発の推進 

主な施策・事業名 内容 主管課 

人権尊重意識の啓発 
○人権に対する理解を推進するために、市民を対象とし

た啓発に努めます。 
広報広聴人権課

学校教育での啓発 
○学校教育においては、教職員を対象に「人権教育研修

会」、児童・生徒を対象に「道徳」等のカリキュラム

を通して、人権尊重の意識啓発に努めます。 

教育指導課 

成年後見制度の利用促

進に向けた啓発活動の

推進 

○他課と協力して、成年後見制度の利用促進を図るため

普及・啓発活動に努めます。 
障がい福祉課 

自殺対策の普及・啓発 

○自殺対策の必要性を広く普及・啓発します。 

○鉄道駅近くの街頭キャンペーンを継続し、啓発を促し

ます。 

○自殺対策に係る国や各自治体の動向を把握します。 

障がい福祉課 

障がい者虐待防止に向

けた啓発活動の推進 

○座間市障害者虐待防止センターが関係機関と連携を

とり、早期発見及び啓発活動に努めます。 
障がい福祉課 
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②福祉教育の推進 
 

【現状と課題】 

・障がい者に対する理解を育むため、学校などにおける福祉教育の充実や障

がいのある人との交流の機会の充実が求められます。 

 
【障害者団体からのヒアリング調査結果】 

・学齢の子どもたちの障がい児・者に対する差別的な行動が多く、しかも悪

いことをしているという自覚がないという意見がありました。 

・総合学習に於ける当事者による講話など、子どものうちに｢障がい者理解｣

を学ぶのがよい、障がい者理解の授業を継続して行っている学校は限られ

ているという意見がありました。 

 
【施策の方向性】 

・すべての人が障がいについて正しく理解し、認識を持つためには、幼い頃

からの交流や体験ボランティアで、日常的に障がい者に慣れ親しむ環境創

出が必要です。総合学習における障がい者理解の授業の充実等、学校など

に働きかけながら啓発活動を推進します。 

・障がいのある人の理解に向け、団体の活動を支援し、様々な交流が生まれ

るように支援します。 

 

主な施策・事業名 内容 主管課 

小・中学校における福

祉教育の推進 

○小・中学校の授業や体験学習を通して障がい福祉に関

する教育の推進を図ります。 

・小・中学校の通常級と特別支援学級や特別支援学校

間との交流 

・体験学習における障がい者施設での交流 

教育指導課 

社会教育における 

福祉教育の推進 

○市民の障がい者への理解を推進するために、地域の学

習の場における市民を対象とした福祉教育に努めま

す。 

・公民館事業における研修 

・生涯学習講座 

・市民大学 

生涯学習課 

障がい者と市民の 

交流活動の推進 

○障がい者に対する理解を深めるため、様々な場面にお

いて市民と障がい児者との交流を進めます。 

・サニーキッズと保育園との交流 

・市内障がい者施設、事業所と児童ホーム（学童保育）

の交流 

・市内障がい者施設、事業所と地域市民・ボランティ

アの交流 

障がい福祉課 

専門職の講師派遣 
○各関係機関で開催する講演会等に専門職を講師とし

て派遣し、障がい者福祉の啓発に努めます。 
障がい福祉課 
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２ 自分らしく生きる力を発揮できるまちをつくる 
 

１）生活支援 

 
①地域生活の支援 

 
【現状と課題】 

・地域での自立した生活を促進するため、障害福祉計画の着実な実施や権利

擁護の推進など、様々な角度からの支援が求められます。 
 

【障害者団体等からのヒアリング調査結果】 

・相談支援、訪問看護施設等徐々に充実してきているという意見がありまし

た。 

・グループホームだけでは資源が不足しているのが現状で、重度の知的障が

い者や重症心身障がい者の生活の場も必要という意見がありました。 

・地域活動支援センター利用者の高齢化に対応したケアが必要になっている

という意見がありました。 
 

【施策の方向性】 

・地域生活を支える環境づくりや権利擁護の推進など、様々な角度から障が

いのある人の地域生活を支援していきます。 

 

 
 
  

主な施策・事業名 内容 主管課 

障害福祉計画の策定 
○計画に基づき、必要なサービス提供体制や相談支援体

制の整備に努め地域生活を支援します。 
障がい福祉課 

地域活動支援センター

への支援 

○地域生活を支える場として、地域活動支援センターの

運営を支援します。 
障がい福祉課 

成年後見制度の利用促

進に向けた支援の実施 

○制度の市長申し立てに係る手続費用や後見人等に係

る報酬等の費用助成を実施します。 

○成年後見制度を推進します。 

障がい福祉課 

地域福祉権利擁護事業

の充実 

対象：知的障がい者 

精神障がい者 

○障がい者や高齢者などで判断能力に不安のある人へ

の支援を行う「座間あんしんセンター」の事業の充実

を支援します。 

・福祉サービスの利用援助及び日常的金銭管理サービ

ス 

・書類等預かりサービス 

障がい福祉課 

地域生活支援拠点の整

備 

○地域生活の移行を支援するために、自立に関する相

談、一人暮しやグループホームへの入居の支援、ショ

ートステイの緊急受入れ体制の確保などを行うため

の、コーディネーターを配置したサービス拠点を整備

する。 

障がい福祉課 
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②在宅福祉サービスの充実 

 

【現状と課題】 

・短期入所、入浴サービスなど、障がいごとにニーズの高いサービスは異なり、それ

ぞれの障がいに対応したサービス提供事業所の確保が必要です。また、そのための

人的資源の確保も求められます。 

・外出支援サービスにおける提供体制の充実が求められており、利用者のニーズに対

応できるよう、移動支援などの円滑な事業の実施が必要です。 

・児童の放課後や長期休暇中における日中一時支援の提供体制の充実など、日中活動

の場づくりが必要です。 

 
【障害者団体等からのヒアリング調査結果】 

・ヘルパーの数が少ないため、グループの移動支援が必要という意見がありました。 

・高校を卒業すると療育や居場所がなくなるという意見がありました。 

 

【市民アンケート調査結果】 

・福祉サービスの利用意向について、利用意向の高いサービス項目をみると身体障が

い者では「ホームヘルプサービス（身体介護）」が 24.5％で最も多く、次いで、「ホ

ームヘルプサービス（家事援助）」の 22.8％、「補装具の交付・修理」の 20.4％

と続いており、これら３項目が 20％以上の割合を占めています。知的障がい者を

みると、20％以上の割合を占めている項目は多く、「移動支援」の 33.6％を先頭

に、「障害者相談支援」の 33.2％、「グループホーム・ケアホーム」および「日中

一時支援」の 31.3％、「短期入所（ショートステイ）」の 29.9％、「行動援護」の

27.0％、「地域活動支援センター」の 24.2％、「自立訓練（生活訓練）」の 23.7％、

「施設入所」の 23.2％、「就労継続支援Ｂ型」の 21.3％、「宿泊型自立訓練」20.9％

の計11 項目に及んでいます。精神障がい者をみると、「障害者相談支援」が28.8％

で最も多く、次いで、「自立訓練（生活訓練）」の 22.5％、「地域活動支援センター」

の 21.0％と続いており、これら３項目が 20％以上の割合を占めています。 
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調査結果「今後利用したい福祉サービス」 

 
 

 
 

  

24.5

22.8

20.4

19.6

15.7

0 10 20 30

ホームヘルプサービス（身体介護）

ホームヘルプサービス（家事援助）

補装具の交付・修理

通院介助

通院等乗降介助

身体障がい｢今後利用したいサービス」(n=1,175)上位5位
％

33.6

33.2

31.3

31.3

29.9

0 10 20 30 40

移動支援

障害者相談支援

グループホーム・ケアホーム

日中一時支援

短期入所（ショートステイ）

知的障がい｢今後利用したいサービス」(n=211)上位5位
％

28.8

22.5

21.0

17.7

16.2

0 10 20 30 40

障害者相談支援

自立訓練（生活訓練）

※知的・精神のみ

地域活動支援センター

ホームヘルプサービス（家事援助）

就労移行支援

精神障がい｢今後利用したいサービス」(n=271)上位5位
％
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【施策の方向性】 

・ニーズの高いサービスの提供事業所の参入促進とともに、児童の日中活動の場の確

保に努めます。 

・利用者のニーズに対応できるよう、移動支援や同行援護など障がいのある人の外出

支援サービスの提供体制の充実を図ります。 

 

主な施策・事業名 内容 主管課 

配食サービス事業の実施 

対象：身体障がい者 

○障がいがあるために食事の支度が困難な障がい者に

対し、食生活の維持向上の支援、健康保持等を目的と

して夕食を提供します。 

介護保険課 

移送サービス事業の実

施 

対象：身体障がい者 

○在宅で身体障がいのために歩行が困難な方、又は寝た

きり等の状態により一般交通機関を利用することが

困難な方を対象 

○病院への通院や入退院の時等、福祉車両により送迎を

するサービスを行います。 

福祉長寿課 

ファミリー・サポート

事業の実施 

対象：身体障がい者 

知的障がい者 

精神障がい者 

○「子育ての手助けが欲しい人」（利用会員）と「子育

ての手助けをしたい人」（協力会員）を結びつけて、

子育ての相互援助活動を応援する有償の会員制組織

があります。 

○障がい児については、小学校 6 年生以下の子どもを持

った方が利用できます。 

市は円滑な事業の推進を支援します。 

子育て支援課 

施設通所交通費助成の

実施 

○施設等へ通所する際の交通費を助成します。 

対象：障害者支援施設、就労移行支援・就労継続支援

事業所、地域活動支援センター等 

障がい福祉課 

コミュニティバス運行

事業 

○現在のコミュニティバス運行の見直しを図り、さらな

る利便性の向上、移動制約者等の社会参加の寄与、生

活交通の向上を図ります。 

都市計画課 

各種在宅福祉サービス

の実施 

○福祉タクシー利用券等の各種福祉サービスを展開し

ます。 

○時代の推移に基づく事業のあり方等について検討し

ます。 

障がい福祉課 

 
 
③住宅・住機能の充実 
 

【現状と課題】 

 ・在宅での自立を促進させるため、障がいに応じた住環境に向けた改修に対して経済

的支援を行っています。 

・知的障がい者，精神障がい者を中心にグループホームのニーズが高く、地域での共

同生活の場の確保・充実が求められています。 
 

【障害者団体等からのヒアリング調査結果】 

・グループホームの数が足りないという意見がありました。 

・重度の知的障がい者・自閉症の人がなかなかグループホームに入れないという意見

がありました。 

・病院を退院したくても帰る場所（住む場所）がない、精神障がい者向けのグループ

ホームが市内にはないという意見がありました。 
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【市民アンケート調査結果】 

・障がいのある人が自立した生活を送るために必要なことについて、知的障がい者で

は「障がいに配慮した公営住宅やグループホーム・ケアホームの整備等、生活の場

の確保」の割合が 46.０％、精神障がい者では 32.5％と身体障がい者の 22.3％

に比べて高くなっています。 

・現在の生活で困っていることや不安に思っていることについて、知的障がい者では

「将来にわたる生活の場（住居）、または施設があるかどうか」の割合が 47.9％と

最も高く、身体障がい者、精神障がい者に比べてもとくに高くなっています。 
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調査結果「自立した生活を送るために必要なこと」 
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調査結果「現在の生活で困っていることや不安に思っていること」 
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【施策の方向性】 

・地域における障がいへの理解を深め、グループホームを中心としたサービス提供事

業所の参入促進により、地域における住まいの供給を図ります。 

 

主な施策・事業名 内容 主管課 

障がいに配慮した市営

住宅整備の推進 

○障がい者が地域で自立した生活を送るためには、段差

の解消等、安全性や利便性が確保された住宅づくりが

必要となります。 

○市営住宅に関する計画の策定にあたり、バリアフリー

化に配慮し、段差や風呂、トイレへの手すりの設置等、

障がい者が利用しやすい住宅の確保に努めます。 

建築住宅課 

住宅設備改良費助成事

業の充実 

対象：身体障がい者 

知的障がい者 

○重度の障がいのために住宅の改造工事を行う場合の

費用助成を行います。 

※介護保険対象者の方は介護保険優先 

障がい福祉課 

グループホームの充実 
○民間活力を基本として、地域における居住の場である

グループホームの充実に努め、設置にあたっては相

談、調整等の支援を行います。 

障がい福祉課 

グループホーム家賃助

成事業の実施 

○障がい者がグループホームに入居したことによる負

担する家賃の助成を行います。 
障がい福祉課 

グループホーム運営費

補助事業の実施 
○グループホームに対し運営費の補助を行います。 障がい福祉課 

 

 

 

④経済的支援制度の実施 

 

【現状と課題】 

・障がいの程度に応じて、国、県及び市で各種手当を支給しています。また、重

度障がい者の介護者に対する支援として、介護手当を支給しています。今後も、

障がいのある人の生活を支えるため経済的な支援を行うことが必要です。 

 
【障害者団体等からのヒアリング調査結果】 

・消費税のアップなど厳しい経済環境にあるという意見がありました。 

・60 歳以上の精神障がい者は障害年金、生活保護で生活を維持しているのが現状

という意見がありました。 

・作業所で一生懸命働いても一月の賃金は給食費にも満たないという意見があり

ました。 
 

【市民アンケート調査結果】 

・現在の生活で困っていることや不安に思っていることについて、精神障がい者

では「十分な収入が得られない」の割合が身体障がい者、精神障がい者に比べ

て高くなっています。 
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調査結果「現在の生活で困っていることや不安に思っていること」 
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（n=271） 
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【施策の方向性】 

・年金の支給や税の減免を継続していきます。 

 
ア 年金・共済・手当の支給 

主な施策・事業名 事業主体 対象となる障がい 主管課 

障害基礎年金 国 身体・知的・精神 国保年金課 

心身障害者扶養共済制

度 
国 身体・知的・精神 

障がい福祉課 障害児福祉手当 国・市 身体・知的・精神 

特別障害者手当 国・市 身体・知的・精神 

児童扶養手当 国・市 身体・知的・精神 
子育て支援課 

特別児童扶養手当 国・県  身体・知的・精神 

在宅重度障害者手当 県 身体・知的・精神 

障がい福祉課 心身障害者手当 市 身体・知的・精神 

重度心身障害児者介護

手当 
市 身体・知的 

 
イ 各種税金の軽減 

主な施策・事業名 事業主体 対象となる障がい 主管課 

市県民税の控除 県・市 身体・知的・精神 
市民税課 

軽自動車税の減免 市 身体・知的・精神 

自動車税･自動車取得

税 
県 身体・知的・精神 県税事務所 

所得税 国 身体・知的・精神 
税務署 

相続税 国 身体・知的・精神 

ウ 公共料金の減免 
主な施策・事業名 事業主体 対象となる障がい 主管課 

水道料金の減免 市 身体・知的・精神 水道経営課 

公共下水道使用料の減

免 
市 身体・知的・精神 下水道課 

し尿収集手数料の減免 市 身体・知的・精神 資源対策課 

粗大ゴミ収集手数料の

減免 
市 身体・知的・精神 資源対策課 

 
⑤スポーツ、文化芸術活動の振興 

 

【現状と課題】 

・障がいの特性に配慮した余暇活動の充実が求められています。また、障がいの

ある人が障がいのない人と共にスポーツ・レクリエーションや趣味などの文化

活動を行える環境づくりが必要です。 

・障がい者が利用しやすいように、文化・スポーツ活動のイベントなど余暇活動

に関する情報発信の工夫や施設の利用料金の減免、障がい者割引の設定等の検

討が必要です。 
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【障害者団体等からのヒアリング調査結果】 

・座間市では障がい者のためのスポーツが盛んに行われている、運動の機会に恵

まれない障がい者にとって市のスポーツ教室はとてもよい機会であるという意

見がありました。 

・障がい者が孤立しないようにスポーツができる場はとても大切であるという意

見がありました。 

・公共施設を利用する際の障がい者割引の範囲を拡大して欲しいという意見があ

りました。 
 

【市民アンケート調査結果】 

・交流活動への今後の参加意向では、身体障がい者では「趣味のサークル活動」

が最も多く 24.6％となっており、次いで、「祭り・バザー等のイベント」の

21.9％と続いている。知的障がい者では、「祭り・バザー等のイベント」が最も

多く 48.4％を占めており、次いで、「スポーツ・レクリエーション活動」の

40.3％、「障害者団体の活動」の 33.6％と続いている。精神障がい者では、「趣

味のサークル活動」が最も多く 32.9％となっており、次いで、「祭り・バザー

等のイベント」の 29.9％、「スポーツ・レクリエーション活動」の 27.3％と続

いています。 
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調査結果「交流活動への参加意向」 
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【施策の方向性】 

・障がいのある人が障がいのない人とともに、スポーツや文化活動を行える環境

づくりに努めます。 

・障がいのある人が利用しやすいように、文化・スポーツ活動のイベントなど情

報発信等環境整備に配慮します。 

 
ア 障がい者スポーツの振興 

主な施策・事業名 内容 主管課 

スポーツ活動・大会へ

の参加 

○参加者の意見を取り入れ、競技内容を工夫する等、よ

り多くの参加者の拡大を図り、スポーツの楽しさを提

供します。 

・海老名市との二市合同運動会 

 幅広い種目を提供することで、海老名市と本市の交

流の場所となるよう実施します。 

・「障がい者スポーツ教室」 

 毎月 1 回体育館（スカイアリーナ座間）において、

指導者を招き初歩的な技術の提供を行いながら、卓

球、バドミントン、フライングディスク等を行いま

す。また、３障がいの対象者が参加することにより、

障がい個性の相互理解を深めていきます。 

○県や障害者団体等がスポーツ大会等を開催するとき

は必要な支援を行い、障害者スポーツ大会の振興を図

ります。 

○スポーツ協会、各関係機関と連携し、障がいに対する

関心と理解を深め、スポーツ、レクリエーションを楽

しめる環境づくりに努めます。 

障がい福祉課 

障がい者スポーツの情

報提供 

○障がい者スポーツについて、行っている団体、施設、

大会等について広報のほか、窓口や訪問時の声かけ等

の情報配信を行い、参加者の拡大を図ります。 

障がい福祉課 

 
イ 文化活動促進への支援 

主な施策・事業名 内容 主管課 

文化活動への参加機会

の拡充及び内容の充実 

○「福祉月間（9月）」での障がい者作品展の開催やもく

せい園主催のステージ交流、精神保健福祉地域交流会

の実施等、日頃からの文化活動の発表の機会や場の提

供を図ります。 

○障がい者が学習や文化活動に参加しやすいよう、事業

内容の工夫・環境について支援します。 

○手話通訳者や要約筆記者の派遣等、障がい者が文化活

動に気軽に参加できるよう支援します。 

障がい福祉課 

情報提供の充実 

○情報提供、普及、啓発を進め、障がい者の文化活動へ

の参加促進を図ります。 

○市や団体が主催するイベントのほか、地域で活動して

いる文化サークルで障がい者が参加できる団体を探

し、障がい者に情報提供します。 

○障がい者の各種活動についての一般市民への情報提

供、普及・啓発に努めます。 

障がい福祉課 

障がいに対応できる図

書類の整備 

○視聴覚障がい者が利用できる点字や大活字本等、図書

類の整備を図ります。また、郷土資料を中心とした、

ＣＤ図書の作成を行い、図書資料を届ける宅配サービ

スを充実させていきます。 

図書館 
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⑥福祉施設の充実 

 

【現状と課題】 

・市立もくせい園は、障害者支援施設として生活介護を行っています。 

・地域活動支援センターや入所通所施設は、座間市の障がい者の生活支援の拠点とし

て重要な役割を担っています。 

 
【障害者団体等からのヒアリング調査結果】 

・職員の安定がサービスの向上、事業の安定につながると考えているが、現状の運営

費では十分な常勤職員を雇用することが難しいという意見がありました。 

 

【施策の方向性】 

・引き続き民間活力により柔軟かつ質の高いサービス提供に努めます。 

・既存の資源を活用して、地域生活支援拠点の整備を進めます。 

 
ア 市立福祉施設の運営 

主な施策・事業名 内容 主管課 

市立もくせい園の充実 
○生活への援助、スポーツ・レクリエーション、作業を

通して社会参加を図ります。 
障がい福祉課 

 
イ 社会福祉法人への助成 

主な施策・事業名 内容 主管課 

社会福祉法人への助成 
○福祉施設の建設費やその他費用経費の一部を補助し

ます。 
障がい福祉課 

 

  



 

36 

 

２）教育・育成 

 

①障がい児の育成・療育の充実 

 
【現状と課題】 

・保健、福祉、医療と教育との連携により、療育の専門性の向上が望まれます。 

・発達の遅れの早期発見から療育、小、中学校への教育と、切れ目のない連続性のあ

る教育指導の充実が必要です。 

 
【障害者団体等からのヒアリング調査結果】 

・思春期に発病する例もあり、心の病も早期治療開始が重要であるという意見があり

ました。 

・療育の部分で、専門的支援の行えるスタッフまたは機関、事業所等が少ないという

意見がありました。 

・ライフステージや発達段階に応じて、一貫した支援が受けられるようになるとよい

という意見がありました。 

 
 
【施策の方向性】 

・特別支援教育や療育に携わる人材の育成を図ります。 

・幼稚園、保育園、小・中学校への切れ目のない連続性のある療育の実施と医療機関、

サービス事業所などの関係機関との連携の充実に努めます。 

・障がい児の放課後支援と児童発達支援事業の充実に努めます。 

 

主な施策・事業名 内容 主管課 

乳幼児健診フォロー体

制の整備・充実 

○「乳幼児健康診査」の結果、発達の遅れがあると思わ

れる乳幼児と、子どもへの接し方や育てにくさに悩む

親に対し、支援する体制の整備・充実を図ります。 

・親子教室：1 歳 6 か月児健康診査フォロー教室 

 （わくわく教室） 

・幼児教室：3 歳 6か月児健康診査フォロー教室 

 （すくすく教室） 

健康づくり課 

乳幼児発達支援体制の

整備・充実 

○発達の遅れや偏りがある就学前の子どもと、子どもへ

の対応に苦慮する保護者に対して、支援する体制の整

備・充実を図ります。 

・育児教室：年齢に応じたグループ指導による発達支援 

（にこにこ教室、わくわく教室、すくすく教室） 

・個別相談：言語聴覚士、理学療法士、作業療法士、 

臨床心理士等専門職による支援 

・巡回訪問相談：専門職による保育園、幼稚園、園児・

家族への支援 

障がい福祉課 
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サニーキッズの機能充

実 

○発達の遅れや障がいの疑いがある児童に対し障がい

特性に応じた支援を行うとともに、保護者に対して安

心して子育てできるよう相談、助言を行います。 

○利用者ニーズに合わせた施設整備を図り、内容の充実

に努めます。 

・サニーキッズ・個別相談・フォローグループ 

・わいわいキッズ・学齢児ムーブメント 

障がい福祉課 

療育関係者講演会 

○母子保健、子育て支援、福祉支援、教育等、市内の他

の領域との連携を図るとともに、医療機関や国、県の

関係機関との協力のもとで関係者の資質向上に努め

ます。 

障がい福祉課 

子育て支援センター事

業の実施 

○子育ての心配や不安の相談に応じて、安心して子育て

できるよう支援するとともに、障がいの早期発見・早

期対応に努めます。 

子育て支援課 

 

 

②障がい児保育の充実 

 
【現状と課題】 

・集団保育が可能で保育に欠ける障がい児を市内の公立・私立保育園で受入れ、障が

い児保育のために保育士を加配等して統合保育を実施しています。 

 
【施策の方向性】 

・引き続き障がい児保育の資質の向上を図ります。 

 
ア 障がい児保育の推進 

主な施策・事業名 内容 主管課 

統合保育の実施 

○障がい児の状況に応じ健全な発達を促し、健常児の障

がい児に対する正しい認識を深めるために、集団保育

が可能で保育に欠ける障がい児を受け入れ、保育園で

統合保育を実施していきます。 

保育課 

 
イ 障がい児保育の人材育成 

主な施策・事業名 内容 主管課 

障がい児保育研修の充

実 

○障がい児保育に関する職員研修を充実し、障がい児の

保育に携わる職員の資質向上を図ります。 
保育課 

 
ウ 専門職による支援の活用と療育機関との連携 

主な施策・事業名 内容 主管課 

専門職による支援の活

用と療育機関との連携 

○専門職（理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、臨床

心理士）による巡回訪問相談の活用、サニーキッズと

の連携を図ることにより障がい児保育の資質向上に

努めます。 

障がい福祉課 

保育課 
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③就学相談・指導の充実 

 
【現状と課題】 

・障がいのある児童・生徒、ひとりひとりが適正な就学ができるよう関係機関との連

携強化や就学指導体制の整備が求められます。 

 
【市民アンケート調査結果】 

・学校に通っている人や福祉施設等に通所・入所している人の今後の意向についてみ

ると、身体障がい者では「働きたくない」が 14.1％と最も多く、次いで、「自宅で

できる仕事をしたい」7.4％、「進学したい」5.2％と続いています。知的障がい者

では、「地域活動支援センターへ訓練や作業に通いたい」が 18.4％と最も多く、「障

がい者の雇用が多い職場で働きたい」17.1％と続いており、労働意欲の高さがう

かがえます。精神障がい者では、「働きたくない」が 15.0％と最も多いが、「地域

活動支援センターへ訓練や作業に通いたい」および「障がい者の雇用が多い職場で

働きたい」もそれぞれ 12.5％を占めており、労働意欲の二極化がみられます。 

 
調査結果「学校に通っている人や福祉施設等に通所・入所している人の今後の進路」 
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いたい

４ 就労移行支援・就

労継続支援Ａ型・Ｂ型
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５ 障がい者の雇用が

多い職場で働きたい

６ 会社や役所で働き
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をしたい

８ 働きたくない

９ その他

10 無回答
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【施策の方向性】 

・就学相談や指導体制の充実を図り、障がい児の進路の確保に努めます。 

 

ア 就学相談の充実 

主な施策・事業名 内容 主管課 

就学相談体制の充実 

○障がいのある児童・生徒の就学に関する相談の受入れ

体制を整備し、相談業務の充実を図ります。 

○療育機関、就学前の相談担当との連携を図ることで、

就学を円滑に進めるよう努めます。 

○就学相談についての説明会を実施することにより、就

学後の支援の現状や教育的配慮の必要性などについ

てより理解してもらえるように努めます。 

教育指導課 

障がい福祉課 

 
イ 就学指導の充実 

主な施策・事業名 内容 主管課 

就学指導委員会の開催 

○「就学指導委員会（医師、特別支援学校教員、児童相

談所員及び市内学校関係者等のメンバーで構成、年 5 

回開催）」を開催し、関連分野の連携のもと、教育的

配慮の必要な障がいのある児童について、保護者の理

解を得ながら支援を行っていきます。 

教育指導課 

支援教育関係者会議の

充実 

○「支援教育関係者会議（特別支援学級担当教員等から

構成）」の充実を図り、行き届いた適切な就学指導が

円滑に行われるように努めます。 

教育指導課 

 

 

④特別支援教育の充実 

 
【現状と課題】 

・障がいのある児童に対しきめ細かな指導ができるよう、特別支援教育の一層の充実

や体制の整備が望まれます。 

 
【障害者団体等からのヒアリング調査結果】 

・人手不足から合理的配慮がされないというようなことがないようにして欲しいとい

う意見がありました。 

・知的障がい者の性の課題が特別支援学校卒業後 2～3 年目で顕著になることが多い

という意見がありました。 

・学校ではできなかったことが事業所では出来るようになったということもあるので、

学校とサービス事業者とのつながり強めたほうがよいという意見がありました。 

 
【施策の方向性】 

・個々の障がい児の状況に応じた、学級担当教員の指導力向上や教育の内容の改善・

充実を図ります。また、学校には「教育相談コーディネーター」をおき、サービス

事業者等関係機関との連携を図りながら支援をしていきます。 
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ア 教育環境の充実、多様な教育ニーズへの対応 

主な施策・事業名 内容 主管課 

小・中学校への特別支
援学級の設置の推進 

○知的障がい・情緒障がいに対応した「特別支援学級」

の設置の推進に努めます。 

教育指導課 

学校教育課 

学校施設の整備・充実 
○市内の学校等に通えるよう、障がいの児童・生徒数に

応じた学校施設の整備、設備等の充実に努めます。 
教育総務課 

小・中学校障がい児介
助員事業の推進 

○重度の障がい児が複数（原則 3 名以上）在籍する学級

に、「障がい児介助員」を派遣し、身辺介助、安全確

保に努め、教育環境の整備を図ります。 

教育指導課 

特別支援教育補助員の
設置 

○通常級において、特別な配慮を要する児童・生徒に対

し、一人ひとりの教育的ニーズに合ったきめ細かな支

援を行うため、「特別支援教育補助員」を配置します。 

教育指導課 

教育相談コーディネー
ターの配置と関係機関
との連携 

○学校内及び関係機関や保護者との連絡調整役として

コーディネーターを配置し、関係各機関と連携を図り

ながら相談支援体制の整備を図ります。 

教育指導課 

教育カリキュラムの充
実 

○通常級の言語障がいのある児童を対象とした言語通

級指導教室「ことばの教室」を設置しています。今後

も、障がい等に配慮した教育環境の整備に努めます。 

○自閉症、LD、ADHD、発達障がい等のある児童を対象と

した「通級教室」を設置しています。 

教育指導課 

座間市特別支援教育基
本計画の推進 

○「座間市特別支援教育基本計画」に基づき特別な配慮

を必要とする児童生徒及び保護者に対してきめ細か

い教育の推進に努めます。 

教育指導課 

 
イ 就学への経済的支援の充実 

主な施策・事業名 内容 主管課 

特別支援教育就学奨励

費補助金の支給 

○障がい児の就学に対する経済的支援として、引き続き

奨励費補助金を支給します。 
学校教育課 

 
 
ウ 教職員の資質の向上 

主な施策・事業名 内容 主管課 

特別支援教育の推進 
○「特別支援教育要覧」発行や「座間市特別支援教育基

本計画」に基づき計画的に全教職員が特別支援教育の

推進に努めます。 

教育指導課 

 
 
エ 交流教育の推進 

主な施策・事業名 内容 主管課 

各種交流事業の充実 
○特別支援学級と普通学級との交流、市内の小・中学校

と特別支援学校との交流を推進します。 
教育指導課 
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３）雇用・就業 

 

①障がい者の雇用の拡大 

 

【現状と課題】 

・障がい者の雇用・就労の実態を踏まえて、就労機会の拡大と柔軟な雇用形態を支援

することが求められます。 

・障がい者の就労が促進されるようハローワークと連携し、ジョブコーチの支援やト

ライアル雇用、各種助成金制度などの積極的な広報及び情報の提供を行うことが必

要です。 

・市民及び事業主に対して、障がいのある人の特性について理解を図ることが必要で

す。 

・障がい者の雇用促進の機会として、職場実習の受け入れなど積極的に推進すること

が必要です。 

 
【障害者団体等からのヒアリング調査結果】 

・作業所から就労移行事業所への移行等は徐々に支援が進んでいるという意見があり

ました。 

・自立をしたくても、雇用も施設も不足しているという意見がありました。 

・知的障がい者の就労は難しいものがあるが、子ども時代からの積み重ねで就労も可

能であることを知って欲しいという意見がありました。 

・本人や家族の希望や期待と企業側の求める人材の隔たりを埋めるためにも、ジョブ

コーチの増員が必要であるという意見がありました。 

 

【市民アンケート調査結果】 

・働く上での不安や不満について、いずれの障がいでも「収入が少ない」が最も多く、

精神では 6 割、知的では 5 割、身体では 4 割です。 

・障がいのある人が働くために必要なことについて、身体障がい者では「事業主や職

場の仲間の理解」35.1％、「障がいのある人の就労を支援する相談窓口」34.3％、

「障がいの状態に応じた短時間労働など」30.7％が高くなっています。知的障が

い者では、「事業主や職場の仲間の理解」64.5％、「障がいのある人の就労を支援

する相談窓口」61.6％、「専門的な支援員の設置」49.8％が高く、相談相手や教

育、理解といったソフト面での需要が多くみられます。精神障がい者では、「障が

いのある人の就労を支援する相談窓口」54.6％、「事業主や職場の仲間の理解」

50.6％、「障がいの状態に応じた短時間労働など」48.0％が高く、傾向としては

概ね知的障がい者と類似しています。 
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調査結果「働く上での不安や不満」  
 

  

59.3%

20.4%

18.5%

20.4%

18.5%

20.4%

3.7%

14.8%

11.1%

1.9%

0% 50% 100%

１ 収入が少ない

２ 通勤が大変

３ 仕事の内容が障が

いの程度にあっていな

い

４ 職場での身分や処

遇が不安定

５ 周囲の障がいに対

する理解が不足してい

る

６ 自分の思ったこと

が伝えられない

７ 障がい者用の設備

（トイレなど）が整っ

ていない

８ 特に悩みや不安は

ない

９ その他

10 無回答

48.5%

21.2%

1.5%

7.6%

15.2%

27.3%

1.5%

30.3%

1.5%

9.1%

0% 50% 100%

１ 収入が少ない

２ 通勤が大変

３ 仕事の内容が障が

いの程度にあっていな

い

４ 職場での身分や処

遇が不安定

５ 周囲の障がいに対

する理解が不足してい

る

６ 自分の思ったこと

が伝えられない

７ 障がい者用の設備

（トイレなど）が整っ

ていない

８ 特に悩みや不安は

ない

９ その他

10 無回答

39.5%

20.0%

5.6%

9.2%

10.8%

7.7%

4.1%

31.8%

7.2%

6.2%

0% 50% 100%

収入が少ない

通勤が大変

仕事の内容が障がいの

程度にあっていない

職場での身分や処遇が

不安定

周囲の障がいに対する

理解が不足している

自分の思ったことが伝

えられない

障がい者用の設備（ト

イレなど）が整ってい

ない

特に悩みや不安はない

その他

無回答

【身体障がい者】 
（n=195） 

【知的障がい者】 
（n=66） 

【精神障がい者】 
（n=54） 
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調査結果「障がいのある人が働くために必要だと思うこと」 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

54.6%

38.4%

37.3%

50.6%

10.7%

10.0%

48.0%

11.1%

11.1%

10.3%

0% 50% 100%

１ 障がいのある人の

就労を支援する相談窓

口

２ 専門的な支援員の

設置

３ 障がいのある人に

対する職業教育

４ 事業主や職場の仲

間の理解

５ 職場施設内の設備

面におけるバリアフ

リーの充実

６ 通勤における道路

や公共交通などのバリ

アフリーの充実

７ 障がいの状態に応

じた短時間労働など

８ その他

９ 特にない

10 無回答

61.6%

49.8%

43.6%

64.5%

22.7%

21.8%

40.3%

5.7%

8.1%

7.6%

0% 50% 100%

１ 障がいのある人の

就労を支援する相談窓

口

２ 専門的な支援員の

設置

３ 障がいのある人に

対する職業教育

４ 事業主や職場の仲

間の理解

５ 職場施設内の設備

面におけるバリアフ

リーの充実

６ 通勤における道路

や公共交通などのバリ

アフリーの充実

７ 障がいの状態に応

じた短時間労働など

８ その他

９ 特にない

10 無回答

34.3%

18.5%

22.0%

35.1%

22.1%

23.2%

30.7%

4.2%

16.1%

23.1%

0% 50% 100%

障がいのある人の就労

を支援する相談窓口

専門的な支援員の設置

障がいのある人に対す

る職業教育

事業主や職場の仲間の

理解

職場施設内の設備面に

おけるバリアフリーの

充実

通勤における道路や公

共交通などのバリアフ

リーの充実

障がいの状態に応じた

短時間労働など

その他

特にない

無回答

【身体障がい者】 
（n=1,175） 

【知的障がい者】 
（n=211） 

【精神障がい者】 
（n=271） 
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【施策の方向性】 

・障がいの特性に応じた就労機会の拡大と柔軟な雇用形態を支援します。 

・法定雇用率達成事業所の拡大に向けて、公共職業安定所と連携し、ジョブコーチの

支援やトライアル雇用、各種助成金制度などの積極的な広報及び情報の提供を行い

ます。 

・障がいのある人の雇用促進として、市民及び事業主に対して、障がいのある人の就

労に対する理解を啓発するとともに、職場実習の受け入れなど積極的に推進します。 

・企業等での就労が難しい人が生産的な活動を通じて社会参加していくよう、就労継

続支援事業等の充実を図ります。 

 

主な施策・事業名 内容 主管課 

就労支援の充実 

○「就労支援相談員」を設置し、就労を希望する障がい

者の相談受付や職場開拓等を行います。 

○広報やハローワーク、商工会等を通じて事業者の理解

を求め障がい者の就労を支援します。 

障がい福祉課 

障がい者雇用報奨金交

付事業の推進 

○障がい者の生活の安定と社会的自立を促すとともに、

事業主の経費負担の軽減を図ることにより雇用を促

進することを目的として、障がい者を雇用する中小企

業に対して、報奨金を交付します。 

○広報や市ホームページなどを通じ、制度の周知を図っ

ていきます。 

商工観光課 

障がい者の採用の促進 
○障がい者の採用について、今後も積極的に検討し法定

雇用率の維持に努めます。 
職員課 

福祉的就労の促進 

○在宅障がい者が、地域社会の一員として生活できるよ

う福祉的就労の場である、地域活動支援センター、就

労継続支援事業所の充実を図るため、運営及び体制づ

くりに対する支援を行います。 

障がい福祉課 

優先調達の推進 
○市内の障がい者就労施設等が供給する物品等に対す

る需要の増進を図ります。 
障がい福祉課 
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４）保健・医療・補装具 

 

①疾病の予防、障がいの早期発見 

 
【現状と課題】 

・発達の遅れなどに対する早期支援体制を確保するための連携体制の充実が必要です。 

 
【施策の方向性】 

・小児医療の充実とともに、早期発見・早期療育を行うため、医療、福祉、保健との

連携体制の充実を図ります。 

 
ア 疾病の予防対策の推進 

主な施策・事業名 内容 主管課 

健康づくりの推進 

○「ざま健康なまちづくりプラン（平成 20 年 3月策定）」

に従って、健康に関する意識の啓発や体力づくりを図

り、生活習慣病等障がいに陥りやすい疾病の予防に努

めます。 

○健康に関する情報のネットワーク化に努め、多くの市

民が健康づくりに参加できる体制づくりを進めます。 

健康づくり課 

予防接種事業の充実 
○感染症の恐れのある疾病の発生及びまん延を防止す

るため、予防接種事業を進めます。 
健康づくり課 

救急医療体制の整備・

充実 

○急病や事故に速やかに対応できる医療の確保を図る

ため、関係する医療機関や他の行政機関との協力のも

と、救急医療体制の整備・充実を図ります。 

医療課 

Web119 体制の整備・充

実 

○聴覚障がい者等に緊急通報システムサービスを提供

し、救急医療体制の充実を図ります。 
消防管理課 

 
イ 障がいの早期発見体制の整備・充実 

主な施策・事業名 内容 主管課 

健康診査の充実 

○健康診査や健康診断を実施し、疾病や障がいの早期発

見に努めます。 

・妊婦健康診査    ・その他健康診査 

・乳幼児健康診査 

・がん検診 

健康づくり課 
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②保健医療サービスの充実 

 

【現状と課題】 

・それぞれの障がいの特性に応じた医療体制の充実が求められます。 

・医療、福祉、保健の連携したサービス体制の整備が必要です。 

・障がいの程度に応じた医療費助成のあり方を再検討することが求められています。 

 
【障害者団体等からのヒアリング調査結果】 

・視覚障がい者の市民健康診査通知に点字を入れてほしいという意見がありました。 

・障がい者医療費助成の対象を精神 2 級の手帳保持者まで拡大してほしいという意

見がありました。 

・聴覚障がい者からは、病院での呼び出しや受付や医師の説明がわかりにくいという

意見がありました。 

・重度心身障がい者の場合、重度になればなるほど生命に関する物や薬にお金がかか

り、経済的に大変厳しいという意見がありました。 
 

【市民アンケート調査結果】 

・障がいのある人が自立した生活を送るために必要なことについて、身体障がい者で

は「保健・医療・福祉のサービスの充実」の割合が 40.9％と最も高く、次いで、

「医療費助成の拡大」が 37.7％と高くなっています。精神障がい者では「相談業

務・窓口の充実」が 55.0％と最も高く、次いで「医療費助成の拡大」が 50.9％。

「保健・医療・福祉のサービスの充実」が４６.９％と上位になっています。知的障

がい者では、「相談業務・窓口の充実」55.9％、「制度やサービスに関する情報提

供の充実」55.9％、「サービス利用の手続きの簡素化」54.5％に次いで「保健・

医療・福祉のサービスの充実」が 48.8％と上位になっています。 
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調査結果「自立した生活を送るために必要なこと」 

 

 
 
  

【身体障がい者】 
（n=1,175） 

【知的障がい者】 
（n=211） 

【精神障がい者】 
（n=271） 

55.0%

46.5%

46.1%

31.7%

24.4%

14.8%

46.9%

22.9%

24.7%

17.3%

35.8%

25.5%

25.5%

19.2%

32.5%

21.4%

36.9%

50.9%

6.6%

6.3%

8.1%

0% 50% 100%

１ 相談業務・窓口の充実

２ サービス利用の手続き

の簡素化

３ 制度やサービス等に関

する情報提供の充実

４ 保健や福祉の専門的な

人材の育成と資質の向上

５ 参加しやすいスポー

ツ、サークル、文化活動の

充実

６ いろいろなボランティ

ア活動の育成

７ 保健・医療・福祉の

サービスの充実

８ 入所施設の整備

９ リハビリ・生活訓練・

職業訓練等の通所施設の整

備

10 一人ひとりの個性を活

かした保育・教育内容の充

実

11 職業訓練の充実や働く

場所の確保

12 利用しやすい公共施設

の整備・改善

13 障がいの有無にかかわ

らず、市民同士がふれあう

機会や場の充実

14 利用しやすい道路・建

物等の整備・改善

15 障がいに配慮した公営

住宅やグループホーム・ケ

アホームの整備等、生活…

16 災害の時の連絡や避難

等の支援を行う体制の整備

17 障がい者に対する理解

を深めるための福祉教育や

広報活動の充実

18 医療費助成の拡大

19 特にない

20 その他

21 無回答

55.9%

54.5%

55.9%

44.1%

26.1%

22.7%

48.8%

43.1%

30.8%

32.7%

43.1%

28.0%

26.1%

20.9%

46.0%

39.3%

44.5%

38.4%

3.3%

3.3%

5.2%

0% 50% 100%

１ 相談業務・窓口の充実

２ サービス利用の手続きの

簡素化

３ 制度やサービス等に関す

る情報提供の充実

４ 保健や福祉の専門的な人

材の育成と資質の向上

５ 参加しやすいスポーツ、

サークル、文化活動の充実

６ いろいろなボランティア

活動の育成

７ 保健・医療・福祉のサー

ビスの充実

８ 入所施設の整備

９ リハビリ・生活訓練・職

業訓練等の通所施設の整備

10 一人ひとりの個性を活

かした保育・教育内容の充実

11 職業訓練の充実や働く

場所の確保

12 利用しやすい公共施設

の整備・改善

13 障がいの有無にかかわ

らず、市民同士がふれあう機

会や場の充実

14 利用しやすい道路・建

物等の整備・改善

15 障がいに配慮した公営

住宅やグループホーム・ケア

ホームの整備等、生活の場…

16 災害の時の連絡や避難

等の支援を行う体制の整備

17 障がい者に対する理解

を深めるための福祉教育や広

報活動の充実

18 医療費助成の拡大

19 特にない

20 その他

21 無回答

34.6%

35.8%

37.3%

18.5%

12.3%

8.9%

40.9%

22.1%

21.6%

6.6%

14.0%

21.0%

15.5%

26.8%

22.3%

29.9%

17.9%

37.7%

6.5%

3.3%

17.5%

0% 50% 100%

相談業務・窓口の充実

サービス利用の手続きの簡素

化

制度やサービス等に関する情

報提供の充実

保健や福祉の専門的な人材の

育成と資質の向上

参加しやすいスポーツ、サー

クル、文化活動の充実

いろいろなボランティア活動

の育成

保健・医療・福祉のサービス

の充実

入所施設の整備

リハビリ・生活訓練・職業訓

練等の通所施設の整備

一人ひとりの個性を活かした

保育・教育内容の充実

職業訓練の充実や働く場所の

確保

利用しやすい公共施設の整

備・改善

障がいの有無にかかわらず、

市民同士がふれあう機会や場

の充実

利用しやすい道路・建物等の

整備・改善

障がいに配慮した公営住宅や

グループホーム・ケアホーム

の整備等、生活の場の確保

災害の時の連絡や避難等の支

援を行う体制の整備

障がい者に対する理解を深め

るための福祉教育や広報活動

の充実

医療費助成の拡大

特にない

その他

無回答
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【施策の方向性】 

・障がいの特性に応じた、サービス体制、医療体制の充実を図ります。 

 

ア 相談・指導の充実 

主な施策・事業名 内容 主管課 

保健相談事業の充実 
○心身の健康や育児・発育・発達に関する相談事業の充

実を図ります。 

・健康相談 ・育児相談 ・親子相談  

健康づくり課 

保健指導の充実 

○出産や育児について、支援を必要とする親や児を家庭

訪問し、乳幼児の健全な育成を促すための指導の充実

を図ります。 

・妊産婦訪問指導 ・新生児訪問指導  

・未熟児訪問指導 ・乳幼児訪問指導 

健康づくり課 

精神障がい者相談訪問

事業の充実 

○相談訪問事業による社会復帰援助や生活支援等につ

いて、相談支援事業所や保健福祉事務所の協力を得な

がら、精神保健福祉士、保健師等による訪問・相談の

充実を図ります。 

障がい福祉課 

リハビリテーション相

談事業の実施 

対象：身体障がい者 

知的障がい者 

○理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、臨床心理士の

専門職員が心身の機能向上が図られるよう相談に応

じていきます。 障がい福祉課 

 
イ 健康づくりの基盤整備 

主な施策・事業名 内容 主管課 

市民健康センターの充

実 

○市民の健康づくりの拠点施設である「市民健康センタ

ー」は、保健サービスや情報提供等の事業展開を図り、

運営の充実に努めます。 

健康づくり課 

更生医療費・育成医療

費の助成 

○自立支援医療の更生医療費及び育成医療費のうち一

ヶ月の自己負担上限額までを助成します。 

(自己負担なし) 

障がい福祉課 

精神通院医療費の助成 

対象：精神障がい者 

○精神障害者保健福祉手帳 1～2 級と自立支援医療受給

者証の両方をお持ちの方に対し、精神通院医療費の一

ヶ月の限度額までを助成し（自己負担なし）、精神障

がい者の自立を支援します。 

医療課 

心身障害者医療費助成

事業の実施 

対象：身体障がい者 

知的障がい者 

精神障がい者 

○身体障害者手帳、療育手帳、知能指数 50 以下又は精

神障害者保健福祉手帳をお持ちの方が医療機関で受

ける保険診療の自己負担分の一部について助成し、障

がい者の健康維持と生活の安定を図ります。 

・ 負担なし：身体 1～2 級、療育 A1～A2、精神 1級 

・ 1 割負担：身体 3級、療育 B1 

医療課 
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③補装具給付等の充実 
 
【現状と課題】 

・補装具の使用に関する巡回相談や補装具の交付及び修理を行っています。 
 
【施策の方向性】 

・引き続き日常生活や職業生活で、身体機能の障がいを補うために補装具を使用して

いる方に助成を行っていきます。 

 

主な施策・事業名 内容 主管課 

身体障がい者巡回相談

の実施 

対象：身体障がい者 

○肢体不自由の方や聴覚障がい者のための医師による

補装具の適合判定を実施します。 
障がい福祉課 

身体障がい児者補装具

の交付・修理 

対象：身体障がい者 

○日常生活や職業生活で、身体機能の障がいを補うため

に補装具を使用している方に基準額以内で助成して

います。 

障がい福祉課 
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３ 支えあい、つながりあいながら自立できるまちをつくる 

 

１）地域福祉の推進  

 

①地域福祉の推進体制整備 

 

【現状と課題】 

・社会福祉協議会や民生委員児童委員、自治会などの連携を図り、地域で障がいのあ

る人を支える体制の推進が求められます。 

・福祉活動の担い手となるボランティアの育成も重要です。 

 
【障害者団体等からのヒアリング調査結果】 

・親亡き後も社協等の支援で生活できているという意見がありました。 

・障がいに理解のある隣近所や自治会など地域との関係づくりが必要不可欠であると

いう意見がありました。 

・防災については地域の自治会等の協力を得て進めたいという意見がありました。 

 

【市民アンケート調査結果】 

・地域で生活することについて、身体障がい者では「地域での活動や交流を積極的に

行い、地域社会とつながりを持ちたい」の割合が 13.1％、「積極的ではないが、で

きる限り社会とつながりを持ちたい」の割合が 48.1％です。知的障がい者では「地

域での活動や交流を積極的に行い、地域社会とつながりを持ちたい」の割合が

8.8％、「積極的ではないが、できる限り社会とつながりを持ちたい」の割合が

42.6％です。精神障がい者では「地域での活動や交流を積極的に行い、地域社会

とつながりを持ちたい」の割合が 6.2％、「積極的ではないが、できる限り社会と

つながりを持ちたい」の割合が 45.6％です。  
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調査結果「地域での生活の意向」 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【施策の方向性】 

・地域福祉の推進を図るため、身近な地域で支えあう地域住民間のネットワークの構

築や、自治会、民生委員児童委員などの地域組織と連携により、支援体制の構築を

強化します。 

・障がい当事者も親を含む支援者も高齢化が進んでいます。親亡き後の財産管理等に

向けて社会福祉協議会による法人後見を進めます。 

・ボランティア等によるインフォーマルサービスの体制づくりを目指し、市民への福

祉意識の醸成を推進するとともに、ボランティアの活動を支援します。 

・社会福祉協議会のボランティアセンターとの連携を強化し、ボランティアの育成、

ボランティア情報の集約等を促進します。 

 
ア 地域福祉の基盤整備 

主な施策・事業名 内容 主管課 

総合福祉センターの充

実 

○障がい者への福祉サービスの提供や相談体制の充実、

ボランティアに対する支援等、福祉のより一層の充実

を図るための地域福祉の拠点施設として、「総合福祉

センター」の機能の充実に努めます。 

福祉長寿課 

社会福祉協議会への支

援・助成 

○行政と共に地域福祉の中核として機能をより充実さ

せるために、運営等への支援・助成を実施します。 
福祉長寿課 

 
 

6.2%

45.6%

21.7%

23.9%

1.8%

0.9%

0% 20% 40% 60%

１ 地域での活動や交

流を積極的に行い、地

域社会とつながりを持

ちたい

２ 積極的ではない

が、できる限り社会と

つながりを持ちたい

３ できれば自分一人

や家族だけで暮らした

い

４ 分からない

５ その他

６ 無回答

8.8%

42.6%

20.6%

19.9%

0.7%

7.4%

0% 20% 40% 60%

１ 地域での活動や交

流を積極的に行い、地

域社会とつながりを持

ちたい

２ 積極的ではない

が、できる限り社会と

つながりを持ちたい

３ できれば自分一人

や家族だけで暮らした

い

４ 分からない

５ その他

６ 無回答

13.1%

48.1%

19.4%

13.3%

1.4%

4.6%

0% 20% 40% 60%

地域での活動や交流を

積極的に行い、地域社

会とつながりを持ちた

い

積極的ではないが、で

きる限り社会とつなが

りを持ちたい

できれば自分一人や家

族だけで暮らしたい

分からない

その他

無回答

【身体障がい者】 
（n=929） 

【知的障がい者】 
（n=136） 

【精神障がい者】 
（n=226） 
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イ 地域福祉ネットワークの整備 

主な施策・事業名 内容 主管課 

地域保健福祉サービス

推進委員会 

○「地域保健福祉サービス推進委員会」は、保健、医療、

福祉の各分野における行政と関係機関が連携し、各種

サービスの総合調整、評価、開発等を検討することに

より、効率的な行政運営を図ることを目的として設置

されています。 

○保健福祉サービスの提供やサービスにかかわる各種

計画の作成、見直しについて検討します。 

福祉長寿課 

地域自立支援協議会の

運営 

○中立・公平性を確保する観点から、相談支援事業の運

営評価を行います。 

○具体的な困難事例への対応のあり方について指導・助

言を行います。 

○地域の関係機関とのネットワークの構築を図ります。 

○障がい者施策に関する点検・評価を行います。 

障がい福祉課 

精神ネットワークミー

ティング・ざま 

○地域の社会資源のネットワークを構築し、精神保健福

祉の周知を図ります。 

○「あんしんマップ」の作成を今後も継続し、障害福祉

サービスの向上を図ります。 

障がい福祉課 

 
ウ 市民福祉活動の推進 

主な施策・事業名 内容 主管課 

福祉ボランティアの充

実 

○各種事業の開催等を通じて福祉ボランティアの充実

を図ります。 

・ 一般市民を対象にした福祉講座の開催 

・ 中高校生を対象にしたボランティア体験学習の開催 

・ 登録ボランティアを対象にした強化研修 

・ ボランティア活動、援助希望者の相談・派遣 

・ 「ぼらぼら通信」等、福祉関連の情報発信 

社会福祉 

協議会 

障がい者の活動参加の

促進 

○障がい者自身が、社会参加の一環としてボランティア

活動をはじめとした、市民活動に積極的に参加できる

よう、環境整備等の支援に努めます。 

障がい福祉課 

座間市民活動サポート

センターの活用 

○「市民参加による協働のまちづくり」の推進を目的に、

市民活動を総合的に支援する「座間市民活動サポート

センター」で、市民活動団体や個人の交流の場の提供、

情報収集や情報発信等の更なる活用に努めます。 

市民協働課 

職員の福祉活動への支

援 

○ボランティア休暇制度により職員の福祉活動への参

加を支援します。 

○ボランティア休暇制度について周知していきます。 

職員課 
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②相談支援体制の充実 

 

【現状と課題】 

・相談機関の一層の周知とともに、発達障がいや高次脳機能障がいの人も含めた、障

がいのある人の生活全般にかかる総合的な相談支援体制の充実に向けた関係機関

の連携が必要です。 

 
【障害者団体等からのヒアリング調査結果】 

・精神の相談事業所に、発達障がいに適切なアドバイスができるスペシャリストを配

置して欲しいという意見がありました。 

・聴覚障がい者専門の相談窓口を設置してほしいという意見がありました。 

 

【市民アンケート調査結果】 

・相談する相手の有無では、精神障がい者の「いない」が 29.2％と身体障がい者の

17.0％、知的障がい者の 11.4％に比べて高くなっています。 

・相談する相手は、精神障がい者では「診療所や病院の医師」の割合が 45.6％と、

身体障がい者、知的障がい者に比べて高くなっています。 
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調査結果「相談相手の有無」と「相談相手」 

 

相談相手の有無  
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
相談相手 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

【身体障がい者】 
（n=1,175） 

【知的障がい者】 
（n=211） 

【精神障がい者】 
（n=271） 

62.4%

29.2%

3.0%

5.5%

0% 50% 100%

いる

いない

相談する必要がない

無回答

78.7%

11.4%

3.3%

6.6%

0% 50% 100%

いる

いない

相談する必要がない

無回答

63.2%

17.0%

11.0%

8.8%

0% 50% 100%

いる

いない

相談する必要がない

無回答

73.4%

10.1%

0.6%

9.5%

16.6%

45.6%

2.4%

1.2%

3.0%

30.2%

4.7%

9.5%

5.9%

10.7%

0.0%

0% 50% 100%

家族、親類

市役所、保健所、児童

相談所の職員

民生委員、児童委員

就労先の職員

障がい者支援施設等

診療所や病院の医師

社会福祉協議会

障害者団体の会員

ホームヘルパー

友人、知人

職場や学校関係者

相談支援事業者の職員

市役所の各種市民相談

その他

無回答

73.5%

15.7%

0.6%

16.3%

31.9%

18.1%

1.2%

4.2%

1.8%

17.5%

18.7%

7.8%

2.4%

8.4%

0.0%

0% 50% 100%

家族、親類

市役所、保健所、児童

相談所の職員

民生委員、児童委員

就労先の職員

障がい者支援施設等

診療所や病院の医師

社会福祉協議会

障害者団体の会員

ホームヘルパー

友人、知人

職場や学校関係者

相談支援事業者の職員

市役所の各種市民相談

その他

無回答

82.8%

6.7%

2.6%

1.3%

8.7%

17.0%

3.8%

2.4%

6.7%

21.4%

3.8%

3.0%

4.4%

5.5%

1.2%

0% 50% 100%

家族、親類

市役所、保健所、児童

相談所の職員

民生委員、児童委員

就労先の職員

障がい者支援施設等

診療所や病院の医師

社会福祉協議会

障害者団体の会員

ホームヘルパー

友人、知人

職場や学校関係者

相談支援事業者の職員

市役所の各種市民相談

その他

無回答

【身体障がい者】 
（n=743） 

【知的障がい者】 
（n=166） 

【精神障がい者】 
（n=169） 
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【施策の方向性】 

・相談機関の一層の充実と周知を進めるとともに、各種関係機関と連携し、障がいの

ある人の生活全般にかかる相談支援を推進します。 

 

ア 相談事業の充実 

主な施策・事業名 内容 主管課 

相談支援事業の推進 

 

○障がいのある人やその家族等からの相談に応じ、必要

な情報の提供及び提言、障害福祉サービスの利用支援

等を行います。 

○市障がい福祉課、委託相談支援事業所にて実施してい

ます。 

○計画相談支援を推進します。 

○地域移行支援を推進します。 

障がい福祉課 

家族教室の開催 

対象：精神障がい者の

家族 

○精神疾病で通院している人がいる家族と「病気につい

ての学習、日頃の悩みや対処方法」等について話し合

いを実施します。 

○月 1回で開催し、様々な家族の方の参加に向けて周知

をしていきます。 

障がい福祉課 

各種相談事業の実施 
○各担当窓口における相談事業について、一層の充実を

図ります。 

障がい福祉課 

子育て支援課 

教育指導課 

広報広聴人権課

 
イ 相談・情報提供体制の充実 

主な施策・事業名 内容 主管課 

精神障害者地域活動支

援センターの充実 

○精神障がい者に関する相談、指導、助言等を行う、「精

神障害者地域活動支援センター」が設置されていま

す。 

○プログラムの提供方法やフリースペースの活かし方

について、目的をもったサービスの提供ができるよう

に努めます。 

障がい福祉課 

民生委員児童委員活動

への支援 

○地域福祉推進の担い手であり、行政と地域のパイプ役

である民生委員児童委員の活動に対し支援を行いま

す。 

福祉長寿課 

障害福祉相談員活動へ

の支援 

○障がいに応じた障害福祉相談員を選任し、相談活動へ

の支援を行います。 
障がい福祉課 

障害者団体への支援 
○障がい者の積極的な活動を促すため、障害者団体への

支援を行います。 
障がい福祉課 

 
  
ウ 職員の育成 

主な施策・事業名 内容 主管課 

市職員の育成 
○障がい福祉に関する研修の実施等により、職員の理解

促進や能力向上を図り適切な支援が出来るよう職員

の育成に努めます。 

障がい福祉課 

職員課 
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２）情報・意思疎通 

 

①情報提供の充実 

 

【現状と課題】 

・障がいの特性に応じて様々なメディアや関係機関を活用し、サービスの内容をはじ

めとする、福祉情報の提供を充実させていくことが必要です。 

・ホームページや事業案内冊子で提供する情報の内容を、対象となる障がいの特性や

目的に応じて分かりやすく提供することが求められます。 

 
【障害者団体等からのヒアリング調査結果】 

・情報提供は進んでいる、広報ざまに掲載される「家族教室」の PR 効果が高いとい

う意見がありました。 

・障がい者の権利条約に「視覚障害者の文字」として、点訳・音訳・拡大文字が定義

されているので今後の発展が期待されるという意見がありました。 

・障がいの種別や年齢に応じた情報提供や手続きなどのサポートを行ってほしいとい

う意見がありました。 

 

【市民アンケート調査結果】 

・障がいのある人が自立した生活を送るために必要なことについて、「制度やサービ

ス等に関する情報提供の充実」の割合は、身体障がい者では 37.3％、知的障がい

者では 55.9％、精神障がい者では 46.1％とそれぞれ高くなっています。 

・福祉に関する情報の入手方法について、身体障がい者では「県や市の広報・ホーム

ページやガイドブック」、知的障がい者では「地域活動支援センター等の障がい者

支援施設や福祉関連施設」、「家族や友人」、「市役所、保健所、児童相談所」、精神

障がい者では「病院などの医療機関」、「市役所、保健所、児童相談所」の割合がそ

れぞれ高くなっています。 
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55.0%

46.5%

46.1%

31.7%

24.4%

14.8%

46.9%

22.9%

24.7%

17.3%

35.8%

25.5%

25.5%

19.2%

32.5%

21.4%

36.9%

50.9%

6.6%

6.3%

8.1%

0% 50% 100%

１ 相談業務・窓口の充実

２ サービス利用の手続き

の簡素化

３ 制度やサービス等に関

する情報提供の充実

４ 保健や福祉の専門的な

人材の育成と資質の向上

５ 参加しやすいスポー

ツ、サークル、文化活動の

充実

６ いろいろなボランティ

ア活動の育成

７ 保健・医療・福祉の

サービスの充実

８ 入所施設の整備

９ リハビリ・生活訓練・

職業訓練等の通所施設の整

備

10 一人ひとりの個性を活

かした保育・教育内容の充

実

11 職業訓練の充実や働く

場所の確保

12 利用しやすい公共施設

の整備・改善

13 障がいの有無にかかわ

らず、市民同士がふれあう

機会や場の充実

14 利用しやすい道路・建

物等の整備・改善

15 障がいに配慮した公営

住宅やグループホーム・ケ

アホームの整備等、生活…

16 災害の時の連絡や避難

等の支援を行う体制の整備

17 障がい者に対する理解

を深めるための福祉教育や

広報活動の充実

18 医療費助成の拡大

19 特にない

20 その他

21 無回答

55.9%

54.5%

55.9%

44.1%

26.1%

22.7%

48.8%

43.1%

30.8%

32.7%

43.1%

28.0%

26.1%

20.9%

46.0%

39.3%

44.5%

38.4%

3.3%

3.3%

5.2%

0% 50% 100%

１ 相談業務・窓口の充実

２ サービス利用の手続きの

簡素化

３ 制度やサービス等に関す

る情報提供の充実

４ 保健や福祉の専門的な人

材の育成と資質の向上

５ 参加しやすいスポーツ、

サークル、文化活動の充実

６ いろいろなボランティア

活動の育成

７ 保健・医療・福祉のサー

ビスの充実

８ 入所施設の整備

９ リハビリ・生活訓練・職

業訓練等の通所施設の整備

10 一人ひとりの個性を活

かした保育・教育内容の充実

11 職業訓練の充実や働く

場所の確保

12 利用しやすい公共施設

の整備・改善

13 障がいの有無にかかわ

らず、市民同士がふれあう機

会や場の充実

14 利用しやすい道路・建

物等の整備・改善

15 障がいに配慮した公営

住宅やグループホーム・ケア

ホームの整備等、生活の場…

16 災害の時の連絡や避難

等の支援を行う体制の整備

17 障がい者に対する理解

を深めるための福祉教育や広

報活動の充実

18 医療費助成の拡大

19 特にない

20 その他

21 無回答

34.6%

35.8%

37.3%

18.5%

12.3%

8.9%

40.9%

22.1%

21.6%

6.6%

14.0%

21.0%

15.5%

26.8%

22.3%

29.9%

17.9%

37.7%

6.5%

3.3%

17.5%

0% 50% 100%

相談業務・窓口の充実

サービス利用の手続きの簡素

化

制度やサービス等に関する情

報提供の充実

保健や福祉の専門的な人材の

育成と資質の向上

参加しやすいスポーツ、サー

クル、文化活動の充実

いろいろなボランティア活動

の育成

保健・医療・福祉のサービス

の充実

入所施設の整備

リハビリ・生活訓練・職業訓

練等の通所施設の整備

一人ひとりの個性を活かした

保育・教育内容の充実

職業訓練の充実や働く場所の

確保

利用しやすい公共施設の整

備・改善

障がいの有無にかかわらず、

市民同士がふれあう機会や場

の充実

利用しやすい道路・建物等の

整備・改善

障がいに配慮した公営住宅や

グループホーム・ケアホーム

の整備等、生活の場の確保

災害の時の連絡や避難等の支

援を行う体制の整備

障がい者に対する理解を深め

るための福祉教育や広報活動

の充実

医療費助成の拡大

特にない

その他

無回答

調査結果「自立した生活を送るために必要なこと」 

 

 
 
 

  

【身体障がい者】 
（n=1,175） 

【知的障がい者】 
（n=211） 

【精神障がい者】 
（n=271） 
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調査結果「福祉に関する情報の入手方法」  
 
 
 
 
 
 
  31.0%

12.2%

25.8%

25.1%

35.8%

3.3%

21.8%

1.5%

36.9%

3.3%

7.7%

5.5%

0% 25% 50%

１ 県や市の広報・

ホームページやガイド

ブック

２ 新聞、雑誌

３ テレビ、ラジオ、

インターネット

４ 家族や友人

５ 市役所、保健所、

児童相談所

６ 社会福祉協議会

７ 地域活動支援セン

ター等の障がい者支援

施設や福祉関連施設

８ 学校、職場

９ 病院などの医療機

関

10 障害者団体

11 その他

12 無回答

34.1%

11.8%

17.1%

34.6%

34.6%

4.3%

35.1%

19.0%

12.3%

16.6%

2.4%

6.6%

0% 25% 50%

１ 県や市の広報・

ホームページやガイド

ブック

２ 新聞、雑誌

３ テレビ、ラジオ、

インターネット

４ 家族や友人

５ 市役所、保健所、

児童相談所

６ 社会福祉協議会

７ 地域活動支援セン

ター等の障がい者支援

施設や福祉関連施設

８ 学校、職場

９ 病院などの医療機

関

10 障害者団体

11 その他

12 無回答

41.5%

20.5%

24.8%

19.7%

27.3%

7.6%

12.3%

1.9%

22.1%

6.4%

4.2%

12.5%

0% 25% 50%

県や市の広報・ホーム

ページやガイドブック

新聞、雑誌

テレビ、ラジオ、イン

ターネット

家族や友人

市役所、保健所、児童

相談所

社会福祉協議会

地域活動支援センター

等の障がい者支援施設

や福祉関連施設

学校、職場

病院などの医療機関

障害者団体

その他

無回答

【身体障がい者】 
（n=1,175） 

【知的障がい者】 
（n=211） 

【精神障がい者】 
（n=271） 
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【施策の方向性】 

・様々なメディアや関係機関を活用した多用な情報提供手段を検討するとともに、視

覚障がいや聴覚障がいなどの特性や、目的に応じた分かりやすい情報提供に努めま

す。 

 

   

主な施策・事業名 内容 主管課 

広報紙による福祉情報

提供の充実 

○「広報ざま」に福祉関係の新しい制度や行事の予定・

ボランティア活動の紹介等、福祉関連記事を掲載し、

情報の発信を行うことにより情報提供の充実を図り

ます。 

○ボランティアの協力により「広報ざま」を朗読したＣ

Ｄを作成し、希望に応じ障がい者へ届けます。 

障がい福祉課 

広報広聴人権課

事業案内冊子の充実 
○「障がい者福祉のしおり」の内容を随時見直し、充実

を行い、制度やサービスの分かりやすい周知に努めま

す。 

障がい福祉課 

市ホームページの整備 
○障がい者にとって使いやすいホームページづくりに

努めます。 
広報広聴人権課

課ホームページの充実 ○障がい福祉課のホームページの充実に努めます。 障がい福祉課 

情報提供方法・手段の

充実 

○広報紙、インターネットのホームページ、ケーブルテ

レビ、マスメディア等の有効な手段で速やかな情報提

供に努めます。 

○特に情報が不足しやすい視聴覚障がい者に対し、音声

コードや点字等を活用した情報提供の充実に努めま

す。 

障がい福祉課 

個人情報保護の促進 
○障害福祉サービスの対象者等に関する個人情報につ

いては、その厳正な管理及び保護に努めます。併せて、

指定管理者、委託事業者等への指導・啓発を行います。 

障がい福祉課 

市民活動支援情報サイ

ト「ざまっと」の活用 

○市民活動サポートセンターで開設している市民活動

支援情報サイト「ざまっと」により、団体ホームペー

ジ作成やイベント、会員募集等情報面から団体活動を

支援します。 

市民協働課 

カラーバリアフリーの

周知の実施 

○色覚障がいのため、色による識別が困難な方々への配

慮を進めるため、県が策定した「カラーバリアフリー

色使いのガイドライン」の周知を進めます。 

障がい福祉課 

福祉機器の情報提供 
○総合福祉センター内で、福祉機器の情報提供をしま

す。 
社会福祉協議会

情報保障の充実 
○市主催事業には手話通訳や要約筆記をつける等、誰で

も参加できるよう配慮します。 
障がい福祉課 

通訳者の養成 
○手話通訳者、手話奉仕員、要約筆記者を養成する講座

を開催します。 
障がい福祉課 
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４ 安心して暮らせるまちをつくる 

 

１）生活環境 

 

①総合的な福祉のまちづくりの推進 

 

【現状と課題】 

・道路などのバリアフリー化や歩道の整備などによる障がい者の移動しやすい環境整

備が求められます。 

・ユニバーサルデザインの考え方に基づいた施設改修を推進するなど、公共施設等に

おいては誰もが利用しやすい配慮が一層求められています。 

 
【障害者団体等からのヒアリング調査結果】 

・視覚障がい者の外出環境は整いつつあるという意見がありました。 

・だれにでもわかる音声や文字による表示版の活用や案内の表示を広げてほしいとい

う意見がありました。 

・バスのルートが地区で分断されていて、通所に時間がかかるという意見がありまし

た。 

・道路の段差や幅、車道と歩道の区分けがないなど、車いすでの移動に危険な個所が

まだあるという意見がありました。 

 

【市民アンケート調査結果】 

・外出しようとする際に支障となることについて、身体障がい者では、「介助者がい

ないので、外出ができない」の割合が 25.8％と、知的障がい者、精神障がい者に

比べて高くなっています。また、精神障がい者では「周りの視線や言葉が気になる」

33.3％と身体障がい者、知的障がい者に比べて高くなっています。 
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【施策の方向性】 

・総合都市交通計画の基本方針に基づき、障がい者や健常者のわけ隔てなく、誰でも

が移動しやすい交通環境をつくるために、移動環境のバリアフリー化に取り組みま

す。 

・継続的なバリアフリー化の推進を図るため、より質の高い交通バリアフリー整備の

推進、市民への交通バリアフリーに対する理解の向上、バリアフリーのまちづくり

への展開を進め、市民や関係機関との連絡・調整を行い、すべての人にやさしい交

通環境づくりの実現へ向けて、総合的・継続的な取組みに努めます。 

 

ア 継続的なバリアフリー化の推進 

主な施策・事業名 内容 主管課 

歩道のバリアフリー化

の整備推進 

○市内の施設周辺及び主要な施設間の道路において、歩

道幅員の確保、段差の解消、勾配の改善等、車椅子利

用者や視覚障がい者などの視点も踏まえた整備を推

進します。 

道路管理者 

 
 
イ 座間市総合交通計画の推進 

主な施策・事業名 内容 主管課 

道路整備事業 
○道路管理者が歩道の新設拡大や視覚障がい者誘導用

ブロックの新設等道路のバリアフリー化の推進に努

めます。 

道路管理者 

コミュニティバス運行

事業 

○現在のコミュニティバス運行の見直しを図り、さらな

る利便性の向上、移動制約者等の社会参加の寄与、生

活交通の向上を図ります。 

都市計画課 

公共交通事業 
○誰もが駅やバス、タクシーを利用しやすいように、公

共交通事業者が、それぞれ旅客施設や車両のバリアフ

リー化の推進に努めます。 

公共交通事業者

交通安全対策事業 

○公安委員会が交通安全施設のバリアフリー化の推進

に努めます。 

・音響式信号機等の設置 

・違法駐車の取締りの強化 

・違法駐車防止に対する広報・啓発活動の推進 

・交通規制の実施 

県公安委員会 

 
ウ 都市空間のバリアフリー化 

主な施策・事業名 内容 主管課 

障がい者等に配慮した

都市整備の推進 

○都市マスタープランをはじめ、都市環境の整備に関す

る計画の策定においては、バリアフリーを実現するた

めのハード・ソフト両面について障がい者等に配慮し

た計画づくりに努めます。 

都市計画課 

公園施設のバリアフリ

ー化の推進 

○新たな公園整備に当り、障がい者用トイレの設置、障

がい者専用駐車スペースの確保等、障がい者等が利用

しやすい施設づくりに配慮します。 

○既存公園についても、トイレの段差解消や手すりの設

置、階段のスロープ化等、施設の改善に努めます。 

○川や湧水等の水辺についても、整備・改善に努めます。 

公園緑政課 
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歩行施設のバリアフリ

ー化の推進 

○児童や障がい者等の交通弱者の安全を確保するため、

H24 から交通安全総点検を実施し、計画的に改善を行

ないます。 

○道路と歩道の段差解消、誘導用ブロックの敷設等、歩

行施設の改善に努めます。 

道路課 

 
エ 公共施設のバリアフリー化 

主な施策・事業名 内容 主管課 

公共施設等の整備・改

善 

○公共施設については、障がい者専用駐車スペースの確

保、段差の解消やトイレの整備、エレベーターの設置

等、障がい者が利用しやすい施設への改善に努めま

す。 

○公共施設の新たな建設にあたっては、より多くの障が

い者の意見を参考とし、使いやすい施設づくりに努め

ます。 

各施設所管課 

 

②防犯・防災対策の推進 

 

【現状と課題】 

・災害時要援護者登録名簿の周知とともに、地域住民と連携した災害時の支援体制の

構築が必要です。 

・「座間市地域防災計画」に基づき、障がい者や高齢者等に配慮した避難所を確保す

るとともに、災害時の避難所（二次避難所）における障がいの特性に応じた福祉、

医療的なケアの配慮が必要です。 

 
【障害者団体等からのヒアリング調査結果】 

・市との災害避難協定については定期的に見直すなど改善する必要があるという意見

がありました。 

・災害時の避難方法や避難場所について、障がいの特性に配慮した施策が必要という

意見がありました。 

 

【市民アンケート調査結果】 

・災害時に一人で避難できない人が、身体障がい者では 35.3％、知的障がい者では

46.9％、精神障がい者では 14.4％です。 

・「災害時要援護者登録名簿」を知らない人が、身体障がい者では 53.5％、知的障が

い者では 55.0％、精神障がい者では 79.7％です。 

・「災害時要援護者登録名簿」への登録希望では、身体障がい者では 26.6％、知的障

がい者では 32.2％が｢希望する｣としているが、精神障がい者では 14.8％にとど

まっています。 
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調査結果「災害時の避難」 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

調査結果「「災害時要援護者登録名簿」の認知状況」 

 

 

 

 

 

調査結果「「災害時要援護者登録名簿」への登録希望」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

3.0%

12.9%

79.7%

4.4%

0% 50% 100%

21.3%

18.5%

55.0%

5.2%

0% 50% 100%

12.4%

21.4%

53.5%

12.6%

0% 50% 100%

知っており、その内容を理解

している

聞いたことがあるが、その内

容は知らなかった

知らなかった

無回答

【身体障がい者】 
（n=1,175） 

【知的障がい者】 
（n=211） 

【精神障がい者】 
（n=271） 

48.0%

14.4%

34.7%

3.0%

0% 50% 100%

できる

できない

分からない

無回答

26.1%

46.9%

25.6%

1.4%

0% 50% 100%

できる

できない

分からない

無回答

39.1%

35.3%

19.2%

6.3%

0% 50% 100%

できる

できない

分からない

無回答

【身体障がい者】 
（n=1,175） 

【知的障がい者】 
（n=211） 

【精神障がい者】 
（n=271） 

14.8%

34.7%

41.3%

1.5%

7.7%

0% 50% 100%

希望する

希望しない

分からない

登録している

無回答

32.2%

19.0%

35.5%

6.2%

7.1%

0% 50% 100%

希望する

希望しない

分からない

登録している

無回答

26.6%

22.1%

31.9%

3.1%

16.3%

0% 50% 100%

希望する

希望しない

分からない

登録している

無回答

【身体障がい者】 
（n=1,175） 

【知的障がい者】 
（n=211） 

【精神障がい者】 
（n=271） 
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【施策の方向性】 

・災害時において、災害時要援護者登録名簿を活用し、地域住民と連携した災害時要

援護者支援体制づくりの充実を図ります。 

・災害時の避難所に、福祉、医療的なケアを配慮した二次避難所の運営について検討

していきます。 

・災害時において、障がい児・者の窓口となる障がい福祉担当課の支援体制づくりの

充実を図ります。 

 

 

主な施策・事業名 内容 主管課 

防災知識の啓発 
○「防災対策総合ガイド」の配布や「防災講話」の実施

を通じて、災害時避難行動要支援者対応を踏まえた防

災に関する知識の普及・啓発に努めます。 

安全防災課 

地域防災体制整備への

支援 

○災害等の緊急時においては、地域住民による相互協力

が不可欠となるため、隣近所との緊密な連携のもと、

災害に備えた地域体制づくりを支援します。 

安全防災課 

緊急時情報の提供体制

の確立 

○防災行政無線のほか、音声自動応答サービス、メール

配信、HP など多様な伝達手段を用いて緊急時における

情報提供の充実を図ります。 

安全防災課 

緊急情報メール配信サ

ービスの実施 

○火災、行方不明者、光化学スモッグ、イベント中止、

犯罪情報、その他身体・生命･財産に重大な影響を及

ぼすものについてメール配信サービスを引続き実施

します。 

安全防災課 

避難所の整備 

○市内の福祉施設等との防災協定に基づいた障がい者

の対応に努めます。 

○二次避難所の環境整備に努めます。 

安全防災課 

災害時要援護者名簿の

運用の検討 

○「災害時要援護者名簿」の効果的な運用について災害

時要援護者支援協議会等において検討し、地域の協力

のもと災害時において速やかに安否確認を行える体

制の整備に努めます。 

障がい福祉課 

福祉長寿課 

火災警報器の設置費用

の給付・助成 

○重度の心身障がいのある人を対象に、火災警報器の購

入・設置の際に、かかる費用の全部又は一部を給付・

助成します。 

障がい福祉課 

家具等転倒防止対策助

成事業の実施 

対象：身体障がい者 

○地震時の家具の転倒や落下物は、多くの負傷の原因と

なっており、家具転倒防止対策を進めることが重要で

す。 

自力では家具転倒防止対策を実施することが困難な

方に対して助成を行います。 

福祉長寿課 

緊急通報システム 

電話貸与事業の実施 

○急病等の緊急時に、事業者へ自動的に通報する専用発

信機を貸与します。 

対象：①重度障がい者と身体が虚弱で日常生活上注意を

要する高齢者で構成される世帯。 

②75 歳以上の一人暮らし高齢者 

③85 歳以上の高齢者世帯 

福祉長寿課 
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第６章 障害福祉計画 

 

１ 障害福祉サービスの概要 

 

１）障害者総合支援法のこれまでの経緯 

 

平成 18 年の障害者自立支援法の施行及び平成 19 年の障害者の権利に関する条約

への署名以来、国では様々な利用者ニーズを踏まえて、法の見直しを行ってきました。

そして、平成 25 年に障害者自立支援法を障害者総合支援法（障害者の日常生活及び社

会生活を総合的に支援するための法律）として改正しました。これまでの経緯は次の通

りです。 

 

平成 18 年 ４月 障害者自立支援法の施行（同年 10 月に完全施行） 

平成 18 年 12 月 法の円滑な運営のための特別対策（障害保健福祉関係主管課長会議） 

（①利用者負担の更なる軽減、②事業者に対する激変緩和措置、③新

法への円滑な移行等のための緊急的な経過措置） 

平成 19 年 ４月 障害者自立支援法の一部見直し 

平成 19 年 12 月 障害者自立支援法の抜本的な見直しに向けた緊急措置（障害保健福祉

関係主管課長会議） 

（①利用者負担の見直し、②事業者の経営基盤の強化、③グループホ

ーム等の整備促進） 

平成 20 年 ４月 障害者自立支援法の一部（事業者の経営基盤の強化）見直し 

平成 20 年 ７月 障害者自立支援法の一部（利用者負担の見直し）見直し 

平成 21 年 ７月 衆議院解散により「障害者自立支援法改正案」廃案に 

平成 22 年 ６月 障害者制度改革の推進のための基本的な方向について（閣議決定） 

平成 22 年 12 月 「障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保健福祉

施策を見直すまでの間において障害者等の地域生活を支援するため

の関係法律の整備に関する法律」の施行 

平成 25 年 ４月 障害者総合支援法（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す

るための法律）の施行 

 

障害者総合支援法では、障害者自立支援法を引き継ぎ、さらに、障がい者の範囲に

難病患者等を追加、重度訪問介護の対象拡大、ケアホームのグループホームへの一元化

などの改正が行われました。 
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○児童発達支援 ○医療型児童発達支援  
○放課後等デイサービス          ○保育所等訪問支援 
○障害児相談支援 

２）障害福祉計画の対象となるサービスの構成 

 

障害福祉サービスの内容は、自立支援給付と地域生活支援事業に二分されます。 

自立支援給付のうち、障害支援区分によって受けられる給付が決定される「介護給

付」と障害支援区分にかかわらず、サービス内容に適合すれば給付が受けられる「訓練

等給付」をあわせて、「障害福祉サービス」となります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○市町村実施事業 ●都道府県実施事業  

  

 

 
○相談支援 ●専門性の高い相談支援 
○意思疎通支援 ●広域的な対応が必要な事業 
○日常生活用具給付等事業 ●人材育成 
○移動支援 
○地域活動支援センター 
○福祉ホーム 
○その他の事業（訪問入浴サービス事業・日中一時支援事業など） 

自立支援給付 

介護給付（障害福祉サービス） 
○居宅介護 
○重度訪問介護 
○同行援護 
○行動援護 
○重度障害者等包括支援 
○生活介護 
○療養介護 
○短期入所 
※障害支援区分によって受けられる

給付が決定される 
 
計画相談 
○計画相談支援 
○地域相談支援 

訓練等給付（障害福祉サービス） 
○自立訓練（機能訓練・生活訓練） 
○就労移行支援 
○就労継続支援（Ａ・Ｂ型） 
○共同生活援助（グループホーム） 
※障害支援区分にかかわらず、サービス
内容に適合すれば給付が受けられる 

自立支援医療 
○更生医療 
○育成医療 
●精神通院医療 

補装具 

地域生活支援事業 

障がい児対象 
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２ 障害福祉サービス等の利用状況 

 
１）障害福祉サービス・相談支援 

■必要な量の見込みと実績（1か月当たり）     （平成 26 年度実績は見込み値） 

サービス名     24 年度 25 年度 26 年度 

訪
問
系 

居宅介護 
見込

人数 50 54 60 
時間 624 686 755 

実績
人数 52 70 83 
時間 809 1,049 1,206 

重度訪問介護 
見込

人数 1 2 3 
時間 20 30 40 

実績
人数 2 2 3 
時間 44 232 244 

同行援護 
見込

人数 17 18 20 
時間 376 414 455 

実績
人数 13 13 17 
時間 355 365 383 

行動援護 
見込

人数 4 5 5 
時間 72 80 88 

実績
人数 4 4 4 
時間 65 84 97 

重度障害者包括支援 
見込

人数 1 2 3 
時間 20 30 40 

実績
人数 0 0 0 
時間 0 0 0 

小計 
見込

人数 73 81 91 
時間 1,112 1,240 1,378 

実績
人数 71 89 107 
時間 1,273 1,730 1,930 

日
中
活
動
系 

生活介護 
見込

人数 184 191 199 
人日 3,496 3,636 3,781 

実績
人数 189 199 205 
人日 3,491 2,481 2,729 

療養介護 
見込 人数 17 18 19 
実績 人数 16 16 16 

短期入所 
見込

人数 52 57 63 
人日 326 359 395 

実績
人数 43 59 71 
人日 205 268 295 

自立訓練（機能訓練） 
見込

人数 2 2 3 
人日 37 41 45 

実績
人数 4 3 1 
人日 42 40 22 

自立訓練（生活訓練） 
見込

人数 4 5 5 
人日 68 75 82 

実績
人数 9 9 6 
人日 131 109 76 

就労移行支援 
見込

人数 30 33 36 
人日 538 592 651 

実績
人数 22 16 21 
人日 278 183 201 

就労継続支援Ａ型 
見込

人数 4 5 5 
人日 122 134 148 

実績
人数 6 6 12 
人日 101 80 240 

就労継続支援Ｂ型 
見込

人数 132 145 160 
人日 2,305 2,535 2,788 

実績
人数 156 164 176 
人日 2,075 2,008 2,209 
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■必要な量の見込みと実績（1か月当たり）     （平成 26 年度実績は見込み値） 

サービス名     24 年度 25 年度 26 年度 

居
住
系 

共同生活援助・介護 
見込 人数 72 78 84 

実績 人数 74 76 85 

施設入所支援 
見込 人数 74 70 67 

実績 人数 76 78 77 

宿泊型自立訓練 
見込 人数 1 2 3 

実績 人数 1 1 3 

計
画
相
談 

計画相談支援

見込 人数 

12 24 36 

地域移行支援 3 3 3 

地域定着支援 3 3 3 

計画相談支援

実績 人数 

1 2 10 

地域移行支援 0 0 0 

地域定着支援 0 0 0 

障
が
い
児
対
象 

児童発達支援 

見込
人数 - - - 

延べ人数 - - - 

実績
人数 48 58 59 

延べ人数 279 339 339 

医療型児童発達支援 

見込
人数 - - - 

延べ人数 - - - 

実績
人数 0 0 0 

延べ人数 0 0 0 

放課後等ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ 

見込
人数 - - - 

延べ人数 - - - 

実績
人数 77 94 115 

延べ人数 464 554 622 

保育所等訪問支援 

見込
人数 - - - 

延べ人数 - - - 

実績
人数 1 2 1 

延べ人数 1 2 1 

障害児相談支援 

見込
人数 - - - 

延べ人数 - - - 

実績
人数 1 1 2 

延べ人数 1 1 4 

 

・第三期計画の見込とサービス実績を比較すると、訪問系サービスでは、「居宅介護」

は見込量を大きく上回り、その他のサービスは見込量をやや上回る利用です。 

・日中活動系サービスは、｢生活介護｣「短期入所」「就労移行」「就労継続支援（Ｂ型）」

は利用量が見込よりも下回りました。 

・居住系サービスでは、「共同生活援助・介護」「施設入所支援」ともに利用者は増加傾

向にありますが、概ね見込通りの利用がありました。 
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２）地域生活支援事業・その他の事業 
■必要な量の見込みと実績（1か月当たり）     （平成 26 年度実績は見込み値） 

サービス名     24 年度 25 年度 26 年度

相談支援 

相談支援事業所 ※ 
見込 箇所 3 3 3

実績   2 2 3

自立支援協議会 
見込 実施回数 あり あり あり 

実績   2 2 3

成年後見

制度利用

支援 

成年後見制度利用支援 
見込 人 2 2 2

実績   1 2 4

成年後見

制度法人

後見支援 

成年後見制度法人後見支援事業
見込 人  

実績   なし なし なし 

意
思
疎
通
支
援 

手話通訳者派遣事業 
見込 人 39 43 47

実績   37 26 34

要約筆記者派遣事業 
見込 人 2 2 2

実績   0 1 2

手話通訳者設置事業 
見込 人数 1 2 2

実績   1 2 2

日
常
生
活
用
具
給
付 

介護訓練支援用具 ※ 
見込 件数/年 9 10 11

実績   15 11 15

自立生活支援用具 ※ 
見込 件数/年 30 33 36

実績   25 25 25

在宅療養等支援用具 ※ 
見込 件数/年 17 18 19

実績   20 14 20

情報・意志疎通支援用具 ※ 
見込 件数/年 20 22 24

実績   22 15 22

排泄管理支援用具 ※ 
見込 件数/年 1,894 2,046 2,210

実績   2,287 1,860 2,287

住宅生活動作補助用具 ※ 
見込 件数/年 3 4 5

実績   6 1 6

日常生活用具給付等事業 ※ 
見込 件数/年 1,973 2,133 2,305

実績   2,375 1,926 2,375

手話奉仕

員養成 
手話奉仕員養成事業 

見込 人（定員） 30 30 15

実績 人（実績） 25 27 11

移
動
支
援 

移動支援事業 

見込
実利用者数 72 74 76

延利用時間 785 808 833

実績
実利用者数 89 100 110

延利用時間 1,011 1,080 1,188

※は、１年当たりの数値です。 
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■必要な量の見込みと実績（1か月当たり）     （平成 26 年度実績は見込み値） 

サービス名     24 年度 25 年度 26 年度

地
域
活
動
支
援
セ
ン
タ
ー 

機能強化事業Ⅰ型 ※ 

見込 
箇所 1 1 1

利用者数 34 38 41

実績 
箇所 0 1 1

利用者数 0 47 50

機能強化事業Ⅱ型 ※ 

見込 
箇所 0 0 0

利用者数 0 0 0

実績 
箇所 0 0 0

利用者数 0 0 0

機能強化事業Ⅲ型（市内） ※ 

見込 
箇所 5 5 5

利用者数 67 67 67

実績 
箇所 5 5 5

利用者数 64 61 61

機能強化事業Ⅲ型（市外） ※ 

見込 
箇所 3 3 3

利用者数 10 10 10

実績 
箇所 3 3 3

利用者数 7 6 6

そ
の
他 

訪問入浴サービス事業 
見込 利用実人数/月 9 10 11

実績 利用実人数/月 9 12 16

日中一時支援事業 ※ 

見込 
人数/月 64 69 74

延日数/年 6,277 6,402 6,530

実績 
利用実人数/月 102 109 120

延日数/年 5,513 6,491 7,140

生活サポート事業 ※ 

見込 
箇所数 1 1 1

人数 1 1 1

実績 
箇所数 0 0 0

人数 0 0 0

スポーツ・レクリエーション教室 

開催等事業 ※ 

見込 箇所数 1 1 1

実績   2 2 2

芸術文化講座開催等事業 ※ 
見込 箇所 2 2 2

実績   2 2 2

点字等・声の広報発行支援事業 
見込 件数 1 1 1

実績   1 1 1

自動車運転免許取得助成事業 ※
見込 人数 3 3 3

実績   1 0 3

自動車改造助成事業 ※ 
見込 人数 5 5 5

実績   4 2 5

就労支援相談員設置事業 ※ 
見込 人数 1 1 1

実績   1 1 1

※は、１年当たりの数値です。 

 

・「相談支援事業所」については、見込みどおり平成 26 年度からは３箇所で実施して

います。「自立支援協議会」も毎年継続的に開催しています。 
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・意思疎通支援事業では、「手話通訳者派遣事業」は見込みを下回る利用となっており、

平成 25 年度は大きく減少しましたが平成 26 年度は増えています。 

・「日常生活用具給付等事業」は、年度ごとに利用にばらつきがありますが、概ね見込

どおりの利用です。 

・「移動支援事業」は、見込量を大きく上回り、かつ利用は増加傾向にあります。 

・地域活動支援センターでは、ほぼ見込みどおりの利用です。 

・その他の地域生活支援事業においては、おおむね見込みどおりの利用が多いものの、

「生活サポート事業」は利用がありませんでした。 
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３ 平成 29 年度の目標値の設定 

 
１）施設入所者の地域生活への移行 

 

■国の指針 

数値目標設定の考え方 

・平成 25 年度末時点の施設入所者数の 12％以上が地域生活へ移行することと

する。 

・平成 29 年度末において、平成 25 年度末時点の施設入所者数の４％以上を削

減する。 

 

■座間市の目標値 

福祉施設の入

所者の地域生

活への移行す

るもの 

  25 年度末   29 年度末 目標値 

施設入所者から地域移行者  4 年間で 4 人 年間 1 人 

施設入所者数  78 人 → 4 人 → 74 人 4％以上減

 

■目標の実現に向けて 

・施設から地域生活への移行に向けた支援体制として、一般相談支援事業者が地域の関

係機関・行政機関と連携・協力し、地域移行支援・地域定着支援等、地域相談支援の

充実を図ります。 

・地域生活への移行を円滑に行うため、地域の実情に即して、居住の場としてグループ

ホームなどの充実を図ります。 

・障がい者個人のニーズに応じた形で地域移行が進められるよう、日中活動系サービス

や在宅支援の充実に努めます。 

 

２）地域生活支援拠点等の整備 

 

■国の指針 

数値目標設定の考え方 

・平成 29 年度末までに各市町村または各圏域に少なくとも１つ整備する。 

 

■座間市の目標値 

地域生活支援

拠点等の整備 
地域生活支援拠点の施設数 平成 29 年度末までに 1 箇所 圏域で 1 箇所

 

■目標の実現に向けて 

・拠点となる事業所と調整を行いながら、居住支援機能と地域支援機能の一体的な整備

を推進します。 
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３）福祉施設から一般就労への移行等 

 

■国の指針 

数値目標設定の考え方 

・一般就労への移行実績を平成 29 年度において平成 24 年度の２倍以上とする。 

・就労移行支援利用者数を平成 29 年度末において平成 25 年度末より６割以上

増加する。 

・平成 29 年度末において就労移行率が３割以上の事業所を全体の５割以上とす

る。 

 

■座間市の目標値 

福祉施設か

ら一般就労

への移行等 

    24 年度     29 年度   

一般就労への 

移行実績 
9 件 → 9 件 → 18 件 移行実績の2倍

    25 年度末     29 年度末   

就労移行支援 

利用者数 
16 名 → 10 名 → 26 名 6 割以上増加 

就労移行率 25 年度末  30% 29 年度末   

  ①事業所Ａ 3 名 →   1 名以上   

就労移行率が 3

割以上の事業

所を全体の 5 割

  ②事業所Ｂ 3 名 →   1 名以上 

  ③事業所Ｃ 2 名 →   1 名以上 

  ④事業所Ｄ 4 名 →   2 名以上 

  ⑤事業所Ｅ 1 名 → 1 名以上 
 

  

  ⑥事業所Ｆ 1 名 → 1 名以上 
 

  

  ⑦事業所Ｇ 2 名 → 1 名以上    

 

■目標の実現に向けて 

・就労を希望する障がい者が、能力と適性にあった仕事に就けるよう、就労に関する知

識や能力向上のための訓練を行う場の充実を図ります。 

・就労の機会を拡大していくために、県、ハローワークと連携して、引き続き就労支援

事業等を実施していきます。 

・商工観光課、ハローワーク、就労援助センター等関係機関と連携の充実・強化に努め、

市内事業者に対して、障がい者雇用の理解と協力を図り、就職率及び定着率の向上に

努めます。 
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４ 障害福祉サービス等の見込量と確保のための方策 

 
１）訪問系サービス 

■サービス内容 

サービスの種別 主な対象者 実施内容 

居宅介護 

障がい者等（障害支援区分 1 以

上）、障がい児（障害支援区分 1

相当以上） 

○居宅において、入浴、排せつ及び食事等

の介護を行います。 

重度訪問介護 

重度の肢体不自由者又は重度の

知的障がい者若しくは精神障が

い者で障害支援区分 4以上 

○常時介護を必要とする障がい者に対し

て、入浴・排せつ・食事、外出時の移動

中の介護を総合的に行います。 

同行援護 
視覚障がい者 ○視覚障がい者が外出するときに、移動に

必要な情報や、必要な援護を行います。

行動援護 

自閉症、てんかん等のある重度

の知的障がい児・者、統合失調

症等のある重度の精神障がい者

で常時介護を要する人で障害支

援区分 3 以上および行動関連項

目が 10 点以上 

○知的障がい又は精神障がいによって行

動上著しく困難であって、常時介護を必

要とする障がい者に対して、行動する際

に生じる危険を回避するために必要な

援護や外出時の移動中の介護等を行い

ます。 

重度障がい者等

包括支援 

筋萎縮性側索硬化症（ＡＬＳ）

等の極めて重度の身体障がい

者、強度行動障がいのある極め

て重度の知的障がい者、極めて

重度の精神障がい者で障害支援

区分 6以上 

○常時介護を必要とする障がい者等に対

して、介護の必要度が著しく高い場合

に、居宅介護等複数のサービスを包括的

に行います。 

■必要な量の見込み（1 か月当たり） 

サービス名 単位 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

居宅介護 
時間 1,387 1,595 1,835

人 95 110 126

重度訪問介護 
時間 256 269 282

人 3 3 3

同行援護 
時間 402 422 444

人 18 19 20

行動援護 
時間 111 128 147

人 4 4 4

重度障害者等 

包括支援 

時間 0 0 0

人 0 0 0

合計 
時間 2,156 2,414 2,708

人 120 136 153

■訪問系サービス見込量確保の方策 

・在宅生活支援におけるサービスの充実を図るため必要な予算の確保に努めます。 

・質の高いサービスが提供されるよう、人材の育成及び事業者支援を実施します。 

・難病のある人にサービスが提供されるよう相談および支援を実施します。 
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２）日中活動系サービス 

■サービス内容 

サービスの種別 主な対象者 実施内容 

生活介護 

常時介護を必要とする障がい者

で、障害支援区分が区分３以上

の人（施設に入所する場合は、

区分４以上）※50 歳以上は区分

2以上 

○常に介護を必要とする人に、昼間、

入浴、排せつ、食事の介護などを

行うとともに、創作的活動、生産

活動の機会を提供します。 

療養介護 

病院等への長期の入院による医療

に加え、常時介護を必要とする障

がい者で、筋萎縮性側索硬化症（Ａ

ＬＳ）患者など呼吸管理を行って

いる人で、障害支援区分が区分６

以上の人、筋ジストロフィー患者、

重症心身障がい者で、障害支援区

分が区分５以上の人 

○医療と常時介護を必要とする人に、

医療機関で機能訓練、療養上の管理、

看護、介護及び日常生活の支援を行

います。 

短期入所 

障がい者等（障害支援区分 1 以

上）、障がい児（障害支援区分 1

相当以上） 

○自宅で介護する人が病気の場合など

に、短期間、夜間も含め、施設で入

浴、排せつ、食事の介護等を行いま

す。 

自立訓練 

（機能訓練） 

地域生活を営む上で、身体機能

の維持・向上のため、支援が必

要な身体障がい者等 

○自立した日常生活又は社会生活が

できるよう、一定期間、身体機能

の向上の訓練を行います。 

自立訓練 

（生活訓練） 

地域生活を営む上で、生活能力

の維持・向上のため、支援が必

要な障がい者等 

○自立した日常生活又は社会生活が

できるよう、一定期間、生活能力

の向上の訓練を行います。 

就労移行支援 

65 歳未満で一般就労等を希望

し、知識・能力の向上、職場開

拓等を通じ、企業等への雇用や

在宅就労が見込まれる障がい者

等 

○一般企業などへの就労を希望する

人に、一定期間、就労に必要な知

識や能力の向上のための訓練を行

います。 
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サービスの種別 主な対象者 実施内容 

就労継続支援 

（Ａ型） 

65 歳未満（利用開始時）で就労に

必要な知識･能力の向上を図るこ

とにより、事業所において雇用契

約に基づく就労が可能と見込まれ

る障がい者等で、就労移行支援に

より一般企業の雇用に結びつかな

かった人、特別支援学校を卒業し

て雇用に結びつかなかった人、就

労経験があり、一般企業を離職し

た人 

○事業所内で雇用契約に基づく

就労機会を提供します。 

○一般企業等での就労に必要な

知識・能力が高まった場合は、

一般就労への移行に向けた支

援を目的として、必要な指導等

を行います。 

※労働基準法など関係法規を遵

守する必要があります。 

就労継続支援 

（Ｂ型） 

就労の機会を通じて、生産活動に

かかる知識・能力の向上や維持が

期待される障がい者等で、就労移

行支援を利用したが、企業や就労

継続支援（A 型）の雇用に結びつ

かなかった人、一般企業等での就

労経験はあるが、年齢や体力の面

から就労が困難となった人、50 歳

に達している人、企業等の雇用や

就労移行支援、就労継続支援（A

型）の利用が困難と判断された人

○就労の機会や生産活動の機会

を提供します。（雇用契約は締

結しない） 

○一般企業等での就労に必要な

知識・能力が高まった場合は、

一般就労への移行に向けた支

援を目的として、必要な指導等

を行います。 

 

■必要な量の見込み（1 か月当たり） 

サービス名 単位 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

生活介護 
人 226 248 273

人日 3,002 3,302 3,632

療養介護 人 16 16 16

短期入所 
人 78 86 95

人日 324 357 392

自立訓練 

（機能訓練） 

人 3 3 3

人日 45 45 45

自立訓練 

（生活訓練） 

人 6 6 6

人日 76 76 76

就労移行支援 
人 22 24 26

人日 215 230 246

就労継続支援 

（Ａ型） 

人 13 15 16

人日 260 300 320

就労継続支援 

（Ｂ型） 

人 194 213 234

人日 2,430 2,673 2,940
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■日中活動系サービス見込量確保の方策 

・指定障害福祉サービス事業者が常時介護を要する人の障害福祉サービス利用に対応で

きる支援体制が整えられるよう、障害福祉サービスを提供する人材の確保について支

援を行います。 

・障がいのある人の就労機会拡大については、公共職業安定所との連携を強化して一般

企業等へ雇用に対する理解と協力の啓発を図るとともに、障がいのある人の雇用に関

する情報の提供に努め、就労に向けた支援体制の充実を図ります。 

・難病のある人にサービスが提供されるよう相談および支援を実施します。 

 

 

３）居住系サービス 

■サービス内容 

サービスの種別 主な対象者 実施内容 

共同生活援助 

（グループホーム） 
 

※平成26年4月1日で

共同生活介護（ケア

ホーム）は共同生活

援助へ一元化 

障がい者等で、生活介護・自立訓練・

就労移行支援・就労継続支援等の利用者

若しくは介護を必要とせず就労してい

る人 

 

○夜間や休日、共同生活を行う住居

で、相談・関係機関との連絡調整

や日常生活上の援助を行います。

また食事、入浴や排せつ等の介護

の必要性が認定されている場合

は、サービスも併せて行います。

施設入所支援 

介護を必要とする障がい者等で、障害

支援区分が区分４以上の人  

※50歳以上は区分3以上 

○夜間や休日、共同生活を行う住居

で、入浴や排せつ、食事の介護な

どを行います。 

宿泊型自立訓練 

生活介護等の日中活動系サービス利用

者で、生活能力上、単身の生活が困難な

人や、地域の社会資源の状況から通所が

困難な人 

○居室その他の設備および日常生

活能力の向上の訓練を提供し,相

談、助言を行います。 

■必要な量の見込み（1 か月当たり） 

サービス名 単位 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

共同生活援助 
（グループホーム） 

人 94 103 113

施設入所支援 人 76 75 74

宿泊型自立訓練 人 3 3 3

 

■居住系サービス見込量確保の方策 

・地域生活への移行を進めるため、障がいの程度や社会適応能力などに応じて居住形態

の選択の幅を広げられるよう、共同生活援助（グループホーム）の整備について働き

かけを行うとともに、施設整備に対する地域住民の理解と協力を求めていきます。 

・共同生活介護(ケアホーム)が共同生活援助(グループホーム)に一元化されたことに伴

い、障がいのある人のニーズに応じて、適切なサービス提供の確保に努めます。 

・入所を必要とする障がいのある人に適切に対応できる施設利用を推進します。 

・難病のある人にサービスが提供されるよう相談および支援を実施します。 
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４）計画相談支援・地域移行支援・地域定着支援 

■サービス内容 

サービスの種別 実施内容 

計画相談支援 

○障害福祉サービス又は地域相談支援を利用するすべての障がい者に対

し、相談支援専門員がサービスの利用のための支援や調整を行い、サー

ビス等利用計画案を作成し、また、サービス等の利用状況の検証（モニ

タリング）を行い計画の見直しを行います。 

地域移行支援 

○施設・病院を退所する障がい者、児童福祉施設を利用する 18 歳以上

の者等を対象として、地域移行支援計画の作成、相談による不安解

消、外出への同行支援、住居確保、関係機関との調整を行います。 

地域定着支援 
○居宅において単身で生活している障がい者等を対象に常時の連絡体

制を確保し、緊急時には必要な支援を行います。 

 

■必要な量の見込み（1 か月当たり） 

サービス名 単位 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

計画相談支援 人 32 42 56

地域移行支援 人 3 3 3

地域定着支援 人 3 3 3

 
■計画相談支援・地域移行支援・地域定着支援見込量確保の方策 

・県と連携しながら、支援の担い手となる相談支援専門員の量的拡充と質的確保に努め

ます。 

・難病のある人にサービスが提供されるよう相談および支援を実施します。 

 
 
５）障がい児対象 

■サービス内容 

サービスの種別 実施内容 

児童発達支援 
○日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、集団生活

への適応訓練等を行います。 

医療型児童発達

支援 
○児童発達支援および治療を行います。 

放課後等デイサ

ービス 

○授業の終了後または学校の休業日に、生活能力の向上のために必要

な訓練、社会との交流の促進等、必要な支援を行います。 

保育所等訪問支

援 

○保育所等を訪問し、障がい児に対して、障がい児以外の児童との集

団生活への適応のための専門的な支援等、必要な支援を行います。

障害児相談支援 

○障害児通所支援の種類および内容等を記載した「障害児支援利用計

画案」を作成し、その後の決定に係る「障害児支援利用計画」を作

成します。 

○保護者によって障害児支援利用計画が適切であるかどうか検証し、

保護者の意向その他事情を勘案して「障害児支援利用計画」の見直

しを行い、関係者との連絡調整等を行います。 
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■必要な量の見込み（1 か月当たり） 

サービス名 単位 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

児童発達支援 人 65 71 78

医療型児童発達支援 人 0 0 0

放課後等デイサービス 人 127 139 153

保育所等訪問支援 人 1 1 1

障害児相談支援 人 11 14 18

 

■障がい児を対象としたサービスの見込量確保の方策 

・障害福祉サービスの利用に対応できる支援体制が整えられるよう、障害福祉サービス

を提供する人材の確保について支援を行います。 

・県と連携しながら、支援の担い手となる相談支援専門員の量的拡充と質的確保に努め

ます。 
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５ 地域生活支援事業の見込量と確保のための方策 

 
１）相談支援 

■相談支援内容 

項 目 実施内容 

相談支援事業者 

○障がいのある人や障がいのある人の支援を行う人など

からの相談に応じ、必要な情報の提供等や、権利擁護

のために必要な援助を行うことにより、障がいのある

人が自立した日常生活または社会生活を営むことがで

きるようにすることを目的としています。 

自立支援協議会 

○相談支援事業をはじめとする地域の障がい福祉に関す

るシステムづくりのために、中核的な役割を果たしま

す。 

 

■必要な量の見込み 

項 目 単位 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

相談支援事業者 箇所 3 3 3 

自立支援協議会 実施回数 2 2 3 

 
■相談支援見込量確保の方策 

・相談支援事業者の内容充実を検討するとともに、関係機関との連携を強化し、総合的

な相談・支援体制の充実を図ります。 

・自立支援協議会については相談支援の機能強化やネットワーク整備など多方面から地

域生活を支援します。 

・難病のある人にサービスが提供されるよう相談および支援を実施します。 

 

２）成年後見制度利用支援事業 

 

■サービス内容 

サービスの種別 実施内容 

成年後見制度利用

支援事業 

○障がい福祉サービスの利用の観点から成年後見制度を利用す

ることが有用であると認められる障がい者で成年後見制度の

利用に要する費用について助成します。 

 

■必要な量の見込み 

サービス名 単位 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

成年後見制度利用支援事業 人 7 8 8 

 
■成年後見制度利用支援事業見込量確保の方策 

・関係機関と連携して、判断能力の不十分な人が不利益を受けないよう、必要に応じて、

成年後見制度の活用に努めます。 
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３）成年後見制度法人後見支援事業 

 

■サービス内容 

サービスの種別 実施内容 

成年後見制度法人

後見支援事業 

○成年後見制度に於ける後見等の業務を適正に行うことができ

る法人を確保できる体制を整備し、市民後見人の活用も含めた

法人後見の活動を支援します。 

 

■必要な量の見込み 

サービス名 単位 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

成年後見制度法人後見支

援事業 

実施の

有無 
なし なし あり 

 
■成年後見制度法人後見支援事業見込量確保の方策 

・地域の実情に応じて、広域的に研修を実施し、障がいのある人の権利擁護を図ること

に努めます。 

 

４）意思疎通支援事業 

 

■サービス内容 

サービスの種別 実施内容 

意思疎通支援事業 
○聴覚障がいのため、意思の伝達に支援が必要な人に対して、手

話通訳者、要約筆記者等を派遣する事業です。 

 

■必要な量の見込み（1 か月当たり） 

サービス名 単位 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

手話通訳者派遣事業 人 37 41 45 

要約筆記者派遣事業 人 2 2 3 

手話通訳者設置事業 人 2 2 2 

 

■意思疎通支援事業見込量確保の方策 

・障害者関係団体、社会福祉協議会などとの連携により、地域における手話通訳者や手

話奉仕員、要約筆記者の養成に努めるとともに、通訳者等を確保し、きめ細かなサー

ビス提供体制を整備していきます。 

 

  



 

82 

 

５）日常生活用具給付等事業 

 

■サービス内容 

サービスの種別 実施内容 

日常生活用具の給

付等事業 

○日常生活上の便宜を図るため、重度の障がい者に特殊寝台や特

殊マット、入浴補助用具などを給付する事業です。 

 

■必要な量の見込み（1 か年当たり） 

サービス名 単位 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

介護訓練支援用具 件 17 18 20 

自立生活支援用具 件 28 30 33 

在宅療養等支援用具 件 22 24 27 

情報・意思疎通支援用具 件 24 27 29 

排せつ管理支援用具 件 2,516 2,767 3,044 

住宅生活動作補助用具 件 7 7 8 

 
■日常生活用具給付等事業見込量確保の方策 

・障がいの状況や程度の変化等、ニーズに応じ、適切できめ細かな給付等に努めるとと

もに、利用を促進するための周知に努めます。 

・支給対象品目、耐用年数、給付基準額などについて必要に応じて見直しを検討します。 

・難病のある人にサービスが提供されるよう相談および支援を実施します。 

 
６）移動支援事業 
 
■サービス内容 

サービスの種別 実施内容 

移動支援事業 
○社会生活上必要不可欠な外出及び余暇活動等の社会参加のための

外出の際の移動を支援する事業です。 

 
■必要な量の見込み（1 か月当たり） 

サービス名 単位 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

移動支援 
実利用者数 121 133 146 

延べ利用時間 1,307 1,437 1,581 

 
■移動支援事業見込量確保の方策 

・ニーズに応じた適切なサービスを利用できるよう、事業者へ専門的人材の確保及びそ

の質的向上を図るよう働きかけるとともに、多様な対象者に対する移動支援の柔軟な

実施等、事業内容の充実を図ります。 
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７）地域活動支援センター事業 

 

■サービス内容 

サービスの種別 実施内容 

地域活動支援セ

ンター事業 

（地域活動支援

センター機能強

化事業） 

○地域の実情に応じ、創作的活動又は生産活動の機会の提供、社会と

の交流の促進等の便宜を供与する地域活動支援センターの機能を充

実強化し、障がい者等の地域生活支援の促進を図る事業です。 

・基礎的事業： 

利用者に対し創作的活動、生産活動の機会の提供等地域の実情に

応じた支援を行います。 

・機能強化事業： 

専門職員（精神保健福祉士等）を配置し、医療・福祉及び地域の社

会基盤との連携強化のための調整、地域住民ボランティア育成、障

がいに対する理解促進を図るための普及啓発等の事業を行いま

す。（Ⅰ型） 

地域において雇用・就労が困難な在宅障がい者に対し、機能訓練、

社会適応訓練、入浴等のサービスを行います。（Ⅱ型） 

地域の障がい者のための援護対策として地域の障害者団体等が実

施する通所による援護事業を行います。（Ⅲ型） 

 
 

■必要な量の見込み（1 か月当たり） 

サービス名 単位 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

機能強化事業（Ⅰ型） 
箇所 1 1 1 

利用者数 53 56 59 

機能強化事業（Ⅱ型） 
箇所 0 0 0 

利用者数 0 0 0 

機能強化事業（Ⅲ型） 

 市内 
箇所 5 5 5 

利用者数 74 74 74 

 市外 
箇所 4 4 4 

利用者数 10 10 10 

 
■地域活動支援センター事業見込量確保の方策 

・障がいのある人等に創作的活動又は生産活動の機会を提供し、社会との交流の促進な

どを図るため、地域活動支援センター事業者を支援していきます。 
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８）その他 

 

① 訪問入浴サービス事業 

■サービス内容 

サービスの種別 実施内容 

訪問入浴サービ

ス事業 

○自宅において家族だけでは入浴が困難な重度の身体障がい者を対

象に、移動入浴車による訪問入浴を行う事業です。 

 

■必要な量の見込み 

サービス名 単位 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

訪問入浴サービ

ス事業 
利用実人数／月 17 18 19 

 
■訪問入浴サービス事業見込量確保の方策 

・従来事業の継続によって、ニーズへの対応と着実な実施を図りつつ、事業の充実に努

めます。 

 

② 日中一時支援事業 

■サービス内容 

サービスの種別 実施内容 

日中一時支援事

業 

○家族の就労支援や家族の一時的な休息を目的に、障がい者などの

日中における活動の場を提供する事業です。 

 

■必要な量の見込み 

サービス名 単位 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

日中一時支援 

事業 

利用実人数／月 132 145 156 

延利用日数／年 7,854 8,639 9,503 

 
■日中一時支援事業見込量確保の方策 

・専門的な人材の確保及びサービスの質的な向上を図るよう引き続き事業者に働きかけ、

安定した供給の確保に努め、障がい児者の日中の居場所の確保や家族の負担軽減・就

労などを支援します。 
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③ 生活サポート事業 

■サービス内容 

サービスの種別 実施内容 

生活サポート事

業 

○障害支援区分非該当の障がいのある人に対し家事援助を行うこと

により、地域での自立した生活を推進します。 

 

■必要な量の見込み（1 か月当たり） 

サービス名 単位 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

生活サポート事業 
箇所 1 1 1 

利用者数 1 1 1 

 
■生活サポート事業見込量確保の方策 

・従来事業の継続によって、ニーズへの対応と着実な実施を図りつつ、事業の充実に努

めます。 

 
 

④ 社会参加促進事業 

■サービス内容 

項 目 実施内容 

社会参加促進事業 

○スポーツ教室、座間・海老名二市合同障害者運動会の

開催 

○障がい者の作品発表の場の提供 

○点字・音声による広報等の提供を、関係機関、障害者

団体等と連携を図りながら行い、障がいのある人の社

会参加を促進します。 

 

■必要な量の見込み 

項 目 単位 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

スポーツ・レクリエーション教

室開催等事業 
箇所 2 2 2 

芸術・文化講座開催等事業 箇所 2 2 2 

点字・声の広報等発行事業 件 1 1 1 

 
■社会参加促進事業見込量確保の方策 

・関係機関、障害者団体等と連携を図りながら、引き続き障がいのある人の社会参加を

促進します。 
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⑤ 自動車運転免許証取得・改造事業 

■サービス内容 

項 目 実施内容 

自動車運転免許証取得・改造

事業 

○自動車免許取得に要する費用の一部を助成し、障がい

のある人の就労等社会活動への参加を促進します。ま

た、身体障がいのある人が自立した生活、社会活動へ

の参加および就労に伴い、自らが所有し運転する自動

車を改造する場合に改造に要する経費を助成します。 

 

■必要な量の見込み（1 か年当り） 

項 目 単位 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

障害者自動車運転免許取

得費助成事業 
人 3 3 3 

身体障害者用自動車改造

費助成事業 
人 5 5 5 

 
■自動車運転免許証取得・改造事業見込量確保の方策 

・従来事業を継続し、ニーズへの対応と着実な実施を図り、社会活動への参加を促進し

ます。 

 

⑥ 就労支援相談員設置事業 

■サービス内容 

項 目 実施内容 

就労支援相談員設置事業 

○就労を希望する障がいのある人の相談に応じ、個々の

ニーズに応じた就労先を紹介するため、市に就労支援

相談員を配置します。 

 

■必要な量の見込み 

項 目 単位 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

就労支援相談員設置事業 人 1 1 1 

 

■就労支援相談員設置事業見込量確保の方策 

・従来事業を継続し、引き続き自立支援協議会や関係機関と連携を図りながら職場開拓

に努めます。 
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第７章 計画の推進及び評価 

 

１ 計画の推進体制 

 

１）関係機関・団体との連携 

 

障害者福祉施策は、広範囲な分野にわたることから、本計画を推進してい

くにあたり、庁内関係部局、関係機関・団体、障がい者等と連携を図りなが

ら、総合的に取り組みます。 

その中で、地域における障がい者を支えるネットワークの核となる「地域

自立支援協議会」による中立・公平な相談支援事業の実施や、地域の関係機

関の連携強化、社会資源の開発・改善、本計画の推進に必要な事項の検討・

着実な進行管理に努めます。 

 
２）障害保健福祉圏域における連携 

 

必要な障害福祉サービス量の確保やより効果的な事業展開のため、広域的

に対応することが望ましい事業については、可能な限り近隣市との連携を図

り施策の推進に努めます。 

 

２ 計画の進行管理及び評価 

 

この計画に掲げた施策の進行管理は、「座間市地域自立支援協議会」で行

い、計画の全体的な調整は「座間市地域保健福祉サービス推進委員会」で行

います。 

本計画の施策やサービスの実効性を高めるため、計画の評価・見直しを行

う機関として「座間市地域自立支援協議会」を位置づけるとともに、庁内に

よる施策の進捗状況や数値目標等の評価を行います。 

障害福祉計画については、国の基本指針に即して、計画期間の各年度にお

けるサービス見込み量のほか、平成 2９年度末の目標値の達成状況を点検及

び評価し、計画の見直しを実施します。 

また、障がいのある人のニーズや社会経済状況等の変化等を踏まえて、必

要に応じ、計画を見直すこととします。 
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資料編 

 
１ 委員会名簿 
 
（１）座間市地域保健福祉サービス推進委員会委員名簿 

 

№ 規則第３条による分類 選出母体、役職等 氏 名 備考 

1 

保健医療団体又は機関 

座間市医師会 中川 正行   

2 座間市歯科医師会 理事 米澤 弘明   

3 

福祉団体 

座間市障害者団体連合会 副会長 加藤 興和   

4 健康ざま普及員連絡協議会 会長 今津  武   

5 座間市社会福祉協議会 会長 大友  奉 会長 

6 座間市民生委員児童委員協議会会長 島村 利明   

7 
社会福祉事業に従事す

る者 

アガペ壱番館 施設長 田中 誠一 副会長

8 特別養護老人ホームサライ 施設長 久保田 芳洋   

9 

学識経験者 

和泉短期大学 専任講師 佐久間 志保子   

10 元 座間市教育委員長 佐藤 節子   

11 公募市民   城条 洋子   

12 
その他

市長が

必要と

認める

者 

関係行政機関 厚木保健福祉事務所 保健福祉部長 北原  稔   

13 
ボランティア

団体 

子育てサークル「ハグハグ」 代表 稲垣 文野   

14 座間市ボランティア連絡協議会 会長 長谷川 昌夫   
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（２）座間市地域自立支援協議会委員名簿 

 

№ 区 分 所 属 職 氏 名 備 考

1 障害者支援施設 アガペセンター 施設長 坂口 健 会長 

2 
小規模施設等連

絡協議会 

地域活動支援センターウィンデ

ィーザマ 
所長 相澤 延江   

3 
障害福祉 

サービス事業者 

社会福祉法人慈湧会 副理事長 草間 幸子   

4 座間市社協在宅サービス事業所 管理者 川島 正史   

5 

就労 

厚木公共職業安定所 所長 梶谷 敏夫   

6 県央地域就労援助センターぽむ 所長 柳川 圭介 副会長

7 教育 神奈川県立座間養護学校 校長 妹尾 浩   

8 当事者 座間市障害者団体連合会 会長 鈴木 孝幸   

9 

専門相談機関 

厚木児童相談所 
子ども 

相談課長
福間 徹   

10 厚木保健福祉事務所 
保健予防

課長 
小田 薫   

11 医療 相模台クリニック 院長 丸 香奈恵   

12 事務局 障がい福祉課長 課長 土屋 寿美   
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（３）座間市障害者計画等策定作業部会委員名簿 

 

№ 種別 団体名 職名 氏名 

1 

障
害
者
団
体
連
合
会 

座間市身体障害者協会 副会長 平塚 智明 

2 座間市視覚障害者協会 理事 今村 秀治 

3 座間市聴覚障害者協会 役員 桑原 章一 

4 座間市腎友会 会長 西浦 滋容 

5 座間市手をつなぐ育成会 会長 福村 幸江 

6 座間市重度障害児の会（ゆいま～る） 理事長 津田 真弓 

7 座間地区自閉症児・者親の会（座間やまびこ） 会長 外川 裕美 

8 座間市精神障がい者家族会（サポートざま） 副会長 森岩 州治 

9 

事
業
所 

座間市小規模障害者施設等連絡協議会 会長 野原 美幸 

10 NPO 法人 宝島 理事長 井上 陽子 

11 座間市障害者入所施設建設促進会 理事長
安藤 美智子 

（代理 小池三四子）

12 
ワーカーズ・コレクティブ こかげ 

（地域活動支援センター） 
理事長 武尾 昌子 

13 あすか（居宅介護事業所） 管理者 村上 宗晴 

14 ベストケア（居宅介護事業所） 代表者 伊井 妙子 

15 いずみの郷（就労継続支援事業所） 施設長 宮代 純一 
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（４）座間市障害者計画等策定委員会委員名簿 

 

№ 所属 職 氏名 

1 企画財政部財政課 係 長 大木 秀樹 

2 市民部安全防災課 主 査 坂本 真二 

3 環境経済部商工観光課 主 査 木村 章仁 

4 健康部健康づくり課 主査（保健師） 小比田 協子 

5 福祉部福祉長寿課 主 査 金子 史恵 

6 福祉部子育て支援課 副主幹兼児童係長 杉浦 光子 

7 都市部都市計画課 技幹兼都市計画係長 中里 由樹 

8 教育部教育指導課 副主幹 浜田 佐織 

9 

福祉部障がい福祉課 

課 長 土屋 寿美 

10 主幹兼障がい福祉係長 田原 順子 

11 主 事 市川 康二 
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（５）政策会議構成員名簿 

 

№ 役職 氏 名 備考 

1 市 長 遠藤 三紀夫 座長 

2 副市長 小俣  博   

3 教育長 金子 槇之輔   

4 特定政策推進室長 森田 敬真   

5 企画財政部長 佐藤 伸一郎   

6 総務部長 三浦  康    

7 市民部長 野本 利之   

8 環境経済部長 岩野 修一   

9 健康部長 柴田 浩一   

10 福祉部長 髙面 敏弘    

11 都市部長 関田 好光   

12 会計管理者 山本 隆和   

13 上下水道部長 田原 克巳   

14 消防長 篠崎 光平   

15 議会事務局長 黒沢 輝明   

16 教育部長 大澤 明彦   

17 選挙管理委員会事務局長 関戸 良信   

18 監査委員事務局長 内田 美保子   

19 参事兼秘書課長 山田 光洋   
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２ 計画策定の経過 

 

２　計画策定の経過

（１）　座間市地域保健福祉サービス委員会

開催年月日 内　　容

平成26年1月10日 計画策定のためのアンケート調査概要について

平成26年8月25日 計画策定のためのアンケート調査結果、計画概要について

平成26年11月6日 座間市障害者計画及び障害福祉計画(素案)について

平成27年1月29日 座間市障害者計画及び障害福祉計画(案)について

平成27年3月20日 座間市障害者計画及び障害福祉計画について

（２）　座間市地域自立支援協議会

開催年月日 内　　容

平成26年3月17日 計画策定のためのアンケート調査結果、計画概要について

平成26年9月25日 座間市障害者計画及び障害福祉計画(素案)について

平成26年11月5日 座間市障害者計画及び障害福祉計画(素案)について

平成27年3月18日 座間市障害者計画及び障害福祉計画について

（３）　座間市地域自立支援協議会事務局会議

開催年月日 内　　容

平成26年9月12日 計画策定のためのアンケート調査結果、計画概要について

平成26年10月30日 座間市障害者計画及び障害福祉計画(素案)について

平成27年3月3日 座間市障害者計画及び障害福祉計画について

（４）　座間市障害者計画等策定作業部会

開催年月日 内　　容

平成26年10月3日 計画策定のためのアンケート調査結果、計画概要について

平成26年10月21日 座間市障害者計画及び障害福祉計画(素案)について

平成27年2月25日 座間市障害者計画及び障害福祉計画について

（５）　座間市障害者計画等策定委員会

開催年月日 内　　容

平成26年10月21日 座間市障害者計画及び障害福祉計画(素案)について

（６）　政策会議

開催年月日 内　　容

平成26年12月22日 座間市障害者計画及び障害福祉計画(素案)について

平成27年2月13日 座間市障害者計画及び障害福祉計画(案)について
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３ 意見の反映方法等 

（１）　アンケート調査の概要

①調査対象　身体障害者手帳所持者　2,000人

療育手帳所持者　　　　　450人

精神障害者手帳所持者　　550人

②調査期間　平成25年11月1日～11月30日(集計対象は12月末日到着分まで)

③調査内容　生活実態、サービスの利用、就労、社会参加等

④回収状況 種類 配布数 有効回収数 有効回収率

身体障がい者 2,000 1,175 58.8%

知的障がい者 450 211 46.9%

精神障がい者 550 271 49.3%

合計 3,000 1,657 55.2%

（２）　団体ヒアリング調査の概要

①調査対象 障害者団体、サービス事業者等 　13団体

・身体障害者協会 ・手をつなぐ育成会

・聴覚障害者協会 ・重症障害児者の会（ゆいまーる）

・視覚障害者協会 ・自閉症児者親の会(座間やまびこ)

・腎友会 ・精神障害者家族会(サポートざま)

・社福）日本キリスト教奉仕団 ・社福）慈湧会

・小規模障害者等施設連絡会 ・NPO）障害者入所施設建設促進会

・てまりホームヘルプサービス

②調査期間 平成26年8月14日、8月27日

③調査内容 障がい者に対する理解、環境、就労、保健、医療等全般

（３）　パブリックコメントの概要

①対象者

②募集期間 平成26年12月26日～平成27年1月26日

③提出方法 持参、郵送、ファクシミリ、メール

④提出者数 なし

⑤意見総数 ０　件

身体・知的 54問　　精神 55問

市内在住、在勤、在学者
市内に事務所・事業所を有する法人またはその他の団体
公募事案に利害関係を有する方
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４ 用語解説 
 

  項目 解説 

ア行 
アスペルガ

ー症候群 

広い意味で「自閉症」に含まれるひとつのタイプで、知的な

発達や言葉の発達に遅れのない状態。対人関係の不器用さが

見られる。 

  育成医療 
身体に障がいのある児童の健全な育成を図るため行われる生

活能力を得るために必要な医療。 

  
意思疎通支

援 

聴覚、言語機能、音声機能、視覚等の障がいのため、意思疎

通を図ることに支障がある障がい者等に、手話通訳等の方法

により、障害者と他者との意思疎通を支援する手話通訳者等

の派遣等を行い、意思疎通の円滑化を図ること。 

  一般就労 

通常の雇用形態のことで、労働基準法および最低賃金法に基

づく雇用関係による企業への就労をいう。「福祉的就労」に

対する用語として使用される。 

  移動支援 

屋外での移動が困難な障がい者等に対して、社会生活におい

て必要な外出や余暇活動等の社会参加のための外出時の移動

を支援すること。  

  

WEB119

（ ウ ェ ブ

119） 

聴覚や言語に障がいのある方のための新しい緊急通報システ

ムで、スマートフォン・携帯電話のインターネット接続機能

を利用して、簡単な操作で素早く 119 番通報することができ

る。 

カ行 
ガイドヘル

パー 

主に、障がい者に対し外出時の移動の介護等外出時の付き添

いを専門に行うホームヘルパー。重度の視覚障がい者や脳性

まひ者等全身性障がい者、知的障がい者、精神障がい者にお

いて、社会生活上外出が不可欠なとき、余暇活動等社会参加

のための外出をするとき、適当な付き添いを必要とする場合

に派遣される。 

  学習障害 

基本的には全般的な知的発達に遅れはないが、聞く、話す、

読む、書く、計算する又は推論する能力のうち特定のものの

習得と使用に著しい困難を示す様々な状態。 

  
学齢児ムー

ブメント 

保育士や社会福祉士、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、

臨床心理士、看護師の指導による集団遊びや運動遊びなどの

中で、日常生活動作を習得し、社会性を身に付け、集団生活

の適応を図る 

  
カラーバリ

アフリー 

色覚障害の人に対し配慮や工夫することによって誰もがわか

りやすいデザインにすること。 

  
強度行動障

害 

激しい不安や興奮、混乱の中で、多動、自傷、異食などの行

動上の問題が強く頻繁にあらわれて、日常生活が著しく困難

な状態をいう。 
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筋萎縮性側

索 硬 化 症

（ALS） 

筋肉を動かし、運動を行うための神経（運動ニューロン）が

障害される病気。神経の命令が伝わらないことによって、必

要な筋肉がだんだん縮み、力が弱くなっていく。原因不明の

進行性の病気で、難病にも指定されている。 

  
筋ジストロ

フィー 

筋肉そのものに遺伝性の異常があり、徐々に筋肉の破壊が生

じるさまざまな疾患の総称。筋肉の拘縮、骨格の変形などが

生じ、重症例では、歩行不能、呼吸機能障害などを引き起こ

す。 

  

グループホ

ーム（共同生

活援助） 

認知症高齢者や障がい者等が、家庭的な環境と地域住民との

交流の下、住み慣れた環境で、自立した生活を継続できるよ

うに、少人数で共同生活を営む住居。障害者総合支援法にお

いては「共同生活援助」のことをいう。 

  

ケアホーム

（共同生活

介護） 

2014(平成 26)年から、ケアホーム（共同生活介護）はグル

ープホーム（共同生活援助）に統合されています。  

  
計画相談支

援 

障害福祉サービスまたは地域相談支援を利用するすべての障

がい者に対し、相談支援専門員がサービス利用のための支援

や調整を行い、サービス等利用計画案を作成し、また、サー

ビス等の利用状況の検証を行い、計画の見直しを行う。 

  権利擁護 

自己の権利や援助のニーズを表明することの困難な障がい者

等に代わって、援助者が代理としてその権利やニーズ獲得を

行うことをいう。 

  
高機能自閉

症 
自閉症と同じ特徴があるが、知的発達の遅れを伴わないもの。

  更生医療 

身体障がい者の自立と社会経済活動への参加の促進を図るた

めに行われる更生のために必要な医療。以前は、身体障害者

福祉法に基づく制度であったが、2006（平成 18）年 4 月

からは、障害者自立支援法（現・障害者総合支援法）の施行

に伴い、自立支援医療の一種として位置づけられている。  

  
高次脳機能

障害 

外傷性脳損傷、脳血管障がい等により脳に損傷を受け、その

後遺症として生じた記憶障がい、注意障がい、社会的行動障

がいなどの認知障がい等のこと。高次脳機能障がい者への支

援としては、障害者総合支援法による都道府県地域生活支援

事業において、高次脳機能障害支援普及事業が実施されてお

り、高次脳機能障がい者への相談支援及び支援体制の整備が

図られている。  

  合理的配慮 

障がい者と障がい者でない人との均等な機会の確保の支障と

なっている事情を改善するための措置や、均等な待遇の確保

や障がい者の有する能力の有効な発揮の支障となっている事

情を改善するための措置のこと 。 

障害者の権利に関する条約において「障害者が他の者と平等

にすべての人権及び基本的自由を享有し、又は行使すること

を確保するための必要かつ適当な変更及び調整であって、特

定の場合において必要とされるものであり、かつ、均衡を失

した又は過度の負担を課さないものをいう。」と定義されて

いる。 
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サ行 
サービス等

利用計画 

障害者総合支援法において、障害福祉サービスを適切に利用

することができるよう、障がい者のニーズや置かれている状

況等をふまえ、最も適切なサービスの組み合わせ等について

検討し作成する計画。指定特定相談支援事業者が作成する。 

  
災害時要援

護者名簿 

災害時における避難誘導や安否確認等の支援を迅速かつ円滑

に行うため、災害時に自力で避難ができず、周りの支援を必

要とする人の名簿。地域や関係機関で情報を共有する。 

  
座間あんし

んセンター 

認知症高齢者や障がい者に、福祉サービスの利用手続き、公

共料金などの支払手続き、重要な書類の管理などを支援する

サービスを行う 

  自閉症 

① 社会性の問題、② コミュニケーションの問題、③ 特定の

活動や興味、想像力の範囲の著しい限局性の３つの領域に発

達の偏りがある状態。具体的には、相手の気持ちや抽象的な

ことを理解することが苦手、オウム返し、やり方や手順に極

端なこだわりなどが見られる。 

  
障害支援区

分 

市町村が障害福祉サービスの種類や量などを決定するための

判断材料の一つとして、障がいの多様な特性その他の心身の

状態に応じて必要とされる標準的な支援の度合を総合的に示

す区分。 

  
障害者基本

法 

障害者施策を推進する基本原則とともに、施策全般について

基本的事項を定めた法律。法律の対象となる障害を身体障害、

知的障害、精神障害（発達障害を含む）その他の心身の機能

の障害がある者であって、障害及び社会的障壁により継続的

に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にあるも

のと定義している。国、地方公共団体等の責務を明らかにす

るとともに、医療、介護、年金、教育、療育、雇用、生活環

境の整備等、障害者に関わる施策の基本となる事項を定め、

障害者の自立と社会、経済、文化、その他あらゆる分野の活

動への参加の促進を規定し、「完全参加と平等」を目指すこ

とを目的としている。 

  
障害者総合

支援法 

「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための

法律」の略称。 

障害者自立支援法に代わって、2013（平成 25）年 4 月 1

日から新たに施行される法律。障害者基本法を踏まえた基本

理念を新たに設けたほか、障がい者の範囲に難病等を追加す

るなどの見直しがされた。 

  
障害福祉サ

ービス 

障害福祉サービスは国により提供される全国一律の福祉サー

ビスで、訪問調査による利用者の障害支援区分（１～６）や、

社会活動、介護者、居住等の状況をふまえて個別に支給決定

が行われる。 

  
ジョブコー

チ 

障がい者が職場に適応することを容易にするため、職場に派

遣されるなど、きめ細やかな支援を行う者をいう。障がい者

が円滑に就労できるように、職場内外の支援環境を整える。

「職場適応援助者」ともいう。 
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自立支援医

療（精神通院

医療） 

精神障がい者の適正な医療の普及を図るため、精神障がい者

に対し、病院等へ入院することなく行われる精神障がいの医

療。 

  
自立支援給

付 

障害者総合支援法に基づいた社会保障サービスで、介護給付、

訓練等給付、自立支援医療、補装具で構成される。サービス

内容により、国による「障害福祉サービス」と市町村による

「地域生活支援事業」の二つに分かれて提供される。 

  
自立支援協

議会 

障がい者の地域における自立生活を支援していくため、関係

機関・団体、障がい者・その家族、障害福祉サービス事業者

や医療・教育・雇用を含めた関係者が、地域の課題を共有し、

地域の支援体制の整備について協議を行う場で、地方公共団

体が単独または共同して設置する。自立支援協議会を設置し

た都道府県及び市区町村は、障害福祉計画を定め、または変

更しようとする場合、あらかじめ自立支援協議会の意見を聴

くよう努めなければならない。  

  
身体障害者

手帳 

身体障害者福祉法に定める障害程度に該当すると認められた

場合に本人（15 歳未満は、その保護者）の申請に基づいて交

付されるもので、各種のサービスを受けるための証明となる。

手帳の等級には、障害の程度により 1 級から 6 級がある。 

  

精神障害者

保健福祉手

帳 

一定の精神障害の状態にあることを証明するもので、本人の

申請に基づいて交付される。手帳を取得することで、各種の

サービスが受けやすくなる。手帳の有効期間は 2 年で、障害

の程度により 1 級から 3 級がある。 

  
成年後見制

度 

認知症高齢者、知的障がい者、精神障がい者など、判断能力

が不十分であるために法律行為における意思決定が不十分ま

たは困難な者について、その判断力を補い保護支援する制度。

法定後見制度と任意後見制度の二つからなる。 

  相談支援 

障害者総合支援法において、「相談支援」とは、「基本相談

支援」、「地域相談支援」及び「計画相談支援」のことをい

う。 

・基本相談支援及び地域相談支援のいずれも行う事業を「一

般相談支援事業」といい、基本相談支援及び計画相談支援の

いずれも行う事業を「特定相談支援事業」という。 

・「基本相談支援」とは、地域の障がい者等の福祉に関する

各般の問題につき、障がい者等、障がい児の保護者又は障が

い者等の介護を行う者からの相談に応じ、必要な情報の提供

及び助言を行い、指定障害福祉サービス事業者等との連絡調

整を総合的に供与することをいう。 

・「地域相談支援」とは、地域移行支援及び地域定着支援を

いう。 

・「計画相談支援」とは、サービス利用支援及び継続サービ

ス利用支援をいう。 
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タ行 
地域移行支

援 

障害者総合支援法において、障がい者支援施設、のぞみの園

等に入所している障がい者または精神科病院に入院している

精神障がい者に対する住居の確保その他地域生活に移行する

ための相談等を行う。 

  
地域活動支

援センター 

障がい者を対象とする通所施設の一つ。地域の実情に応じ、

創作的な活動や生産活動の機会の提供、社会との交流促進等

の便宜を供与し、障がい者の自立した地域生活を支援する場。

  
地域生活支

援拠点 

障がい者の高齢化・重度化や「親なき後」を見据え、相談（地

域移行、親元からの自立等）、一人暮らしやグループホーム

の体験、緊急時の受入れや対応、専門の人材の確保や養成、

地域の体制づくり（サービス拠点、コーディネーターの配置

等）等を備えた拠点。 

  
地域生活支

援事業 

障がい者が個人としての尊厳にふさわしい日常生活又は社会

生活を営むことができるよう、地域の特性や利用者の状況に

応じて地方自治体が柔軟に事業を行う。理解促進、意思疎通

支援、成年後見制度利用支援、日常生活用具給付等がある。

  
地域定着支

援 

障害者総合支援法において、居宅において単身生活をする障

がい者に対する常時の連絡体制を確保し、緊急の事態等にお

ける相談等を行う。 

  
地域防災計

画 

災害対策基本法（第 40 条）に基づき、各地方自治体の長が、

それぞれの防災会議に諮り、防災のために処理すべき業務な

どを具体的に定めた計画。 

  

注意欠陥多

動 性 障 害

（ADHD） 

「不注意」と「多動・衝動性」を主な特徴とする。注意が必

要なときに集中が困難、じっとしていられない、しゃべりす

ぎと言われる多動性、考えるよりも先に動いてしまう突発的

な行動がみられる衝動性などの特徴が見られる。 

  
特別支援学

級 

学校教育法に基づき小学校、中学校、高等学校及び中等教育

学校に置くことができるとされている学級で、心身に障がい

をもつ児童・生徒のために、そのニーズに応じた教育を行う

ことを目的とする。児童・生徒は障がいに応じた教科指導や

障がいに起因する困難の改善・克服のための指導を受ける。

対象となるのは、通常の学級での教育を受けることが適当と

された知的障がい、肢体不自由、身体虚弱、弱視、難聴、そ

の他障がいのある者で特別支援学級において教育を行うこと

が適当なもの。 
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特別支援学

校 

学校教育法に基づき、視覚障がい者、聴覚障がい者、知的障

がい者、肢体不自由者または病弱者（身体虚弱者を含む。）

に対して、幼稚園、小学校、中学校、高等学校に準ずる教育

を行うとともに、障がいによる学習上または生活上の困難を

克服し自立を図るために必要な知識技能を授けることを目的

に設置される学校。従来、盲学校、聾学校及び養護学校とい

った障がい種別に分かれて行われていた障がいを有する児

童・生徒に対する教育について、障がい種にとらわれること

なく個々のニーズに柔軟に対応した教育を実施するために、

2006（平成 18）年の学校教育法の改正により創設された。

  
特別支援教

育 

障がいの種類や程度に応じ特別の場で指導を行っていた特殊

教育を転換し、通常学級に在籍する学習障がい、注意欠陥多

動性障がい、高機能自閉症等の児童・生徒も含め、一人ひと

りの教育的ニーズを把握し、そのもてる力を高め、生活や学

習上の困難を改善または克服するため、適切な指導及び必要

な支援を行うもの。2006（平成 18）年 6 月の学校教育法

等の一部改正において具現化された。 

  
トライアル

雇用 

公共職業安定所の紹介により、障がいのある人をトライアル

雇用（試行雇用）することで、障がいのある人に関する知識

や経験のない事業所に本格的な障がい者雇用に取り組むきっ

かけ作りを進める事業。この制度は、職業経験、技能、知識

などから就職が困難な求職者を一定期間試行雇用することに

より、その適正な業務遂行可能性を見極め、求職者と求人者

の相互理解を促進し、早期就職の実現や雇用機会の創出を図

ることを目的としている。 

ナ行 難病  

発病の機構が明らかでなく、かつ、治療方法が確立していな

い希少な疾病であって、当該疾病にかかることにより長期に

わたり療養を必要とすることとなるもの。障害者総合支援法

では、難病等（難治性疾患克服研究事業の対象である 130 の

疾患）も障がい者の定義に加えられた（2013（平成 25）4

月 1 日施行）。 

  
日常生活用

具 

障がい者等に対し、自立生活支援用具等の日常生活用具を給

付又は貸与すること等により、日常生活の便宜を図る。 

  
日中一時支

援 

障がい者等の日中における活動を確保し、障がい者等の家族

の就労支援及び障がい者等を日常的に介護している家族の一

時的な休息を目的とするもので、事業所、障がい者支援施設、

学校の空き教室等において、障がい者等に活動の場を提供し、

見守り、社会に適応するための日常的な訓練等を行う。 

  
ノーマライ

ゼーション 

障がい者や高齢者など社会的に不利を負う人々を当然に包含

するのが通常の社会であり、そのあるがままの姿で他の人々

と同等の権利を享受できるようにするという考え方や方法。 
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ハ行 発達障害 

発達の過程において、脳の機能に育ちにくい部分があったり、

うまく働かなかったりして日常生活に何らかの支障がある状

態。脳の機能の特徴なので、育て方や環境等によって発達障

がいが発現するというものではない。主なものとして、アス

ペルガー症候群、学習障がい、高機能自閉症、自閉症、注意

欠陥多動性障がいがある。 

  
バリアフリ

ー 

障壁（バリア）となるものを取り除くことをいう。床の段差

を解消したり、手すりを設置するなどといったハード面だけ

ではなく、近年では、すべての人の社会生活を困難にしてい

る物理的、社会的、制度的、心理的なさまざまな障壁を除去

するという意味で用いられてきている。  

  

ファミリー

サポート事

業 

保育園や幼稚園、小学校、児童ホームなど（保育施設）に通

う子どもの送迎や預かりなど、子育ての手助けが必要な方を

サポートする制度。 

  福祉教育 

国、地方公共団体、民間団体、ボランティア等が、主に住民

を対象として福祉についての知識や理解、住民参加を促すた

めに、講習、広報等の手段により行う教育のこと。近年にお

いては、家族機能の低下、地域の連帯の喪失等の社会状況の

変化に伴い、福祉教育の割合は大きくなりつつある。なお、

学校においても、児童、生徒に対し、福祉教育がなされてい

る。 

  福祉的就労 
一般就労（企業的就労）が困難な障がいのある人のために福

祉的な観点に配慮された環境での就労。 

  法定雇用率 

障がい者の雇用の場を確保するため、常用労働者の数に対す

る一定割合（＝法定雇用率）の数の障がいのある人の雇用義

務を事業主に課す制度。民間企業の法定雇用率は２．０％、

国や地方公共団体等は２．３％。（平成２５年４月１日現在）

  補装具 

身体の失われた部分や障がいのある部分を補って、日常生活

や働くことを容易にする用具。盲人安全つえ、点字器、補聴

器、義肢、車いす、歩行器など。 

マ行 
民生委員児

童委員 

厚生労働大臣の委嘱により、住民の福祉の増進を図るため、

社会奉仕の精神を持って、常に住民の立場に立って相談に応

じ、必要な援助や情報提供を行い、社会福祉事業者や社会福

祉活動を行う者と密接に連携し、関係行政機関の業務に協力

する者。また、民生委員は児童及び妊産婦の福祉の増進を図

るための活動を行う児童委員も充たる。 

  
モニタリン

グ 

障害福祉サービス・障害児通所支援の支給決定後、利用計画

の内容が適切であるかどうかを判断するため行うもの。 

ヤ行 
優先調達推

進法 

「国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等

に関する法律」の略称。国や地方公共団体等が率先して障害

者就労施設等からの物品等の調達を推進するよう、必要な措

置を講じることを定めたもの。 
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ユニバーサ

ルデザイン 

年齢、性別、身体、国籍など、人々が持つ様々な特性や違い

を越えて、はじめから、できるだけすべての人が利用しやす

い、すべての人に配慮した、環境、建物・施設、製品等のデ

ザインをしていこうとする考え方。 

  要約筆記 
話し手の内容をつかんで、それを筆記して聴覚障がいのある

人に伝えること。手書きやパソコンを使った方法などがある。

ラ行 
リハビリテ

ーション 

心身に障がいある者の全人間的復権を理念として、障がい者

の能力を最大限に発揮させ、その自立を促すために行われる

専門的技術をいう。 

  療育 

「療」は医療を、「育」は養育・保育・教育を意味し、障が

いのある児童及びその家族、障がいに関し心配のある方等を

対象として、障がいの早期発見・早期治療又は訓練等による

障がいの軽減や基礎的な生活能力の向上を図るため、相談、

指導、診断、検査、訓練等の支援を行なうこと。 

  療育手帳 

知的障がいがあると判定された人に対して交付されるもの

で、一貫した指導・相談を行うとともに、各種のサービスが

受けやすくなる。地域によっては、「愛の手帳」「みどりの

手帳」などの名称が使われ、障害程度の区分も各自治体によ

って異なる。 
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